
医 療 補 償
＜団体総合生活補償保険＞

病気やケガに備えた充実補償！
昨年度より「特定精神障害補償特約」が追加されています。

オプション傷 害 補 償
＜団体総合生活補償保険＞

2021年度2021年度
一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会のみなさまへ

●団体定期保険のお手続きや当制度の内容に関するご照会・苦情につきましては、下記の団体窓口までご照会ください。

全 溶連・福 祉共 済 制度のご案内

商品内容のご説明

死亡保障（高度障
がい保障）

団体保険としての割引が適用された
加入しやすい掛金で万一に備える保障！

団体定期保険
＜事業所加入型＞

長期収入補償

  病気やケガで働けなくなった場合の収入を
  長期に補償！仕事と治療の両立支援対策に！

長期収入サポート制度
＜団体長期障害所得補償保険＞

●当保険制度は追加募集をしておりますので、上記効力発生日（保険始期日）以外でも加入（＊1）可能です。
●追加募集時に加入（＊1）される場合は、毎月１０日までに一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会へ「申込
書兼告知書」（生命保険）または「加入申込票」（損害保険）をご提出ください。
　なお、引受保険会社（＊2）が「申込書兼告知書」「加入申込票」を受理した場合、効力発生日（保険始期日）は、
その翌月１日となります。

（＊１）保障額を増額する場合、増額部分については「加入」を「増額」と読替えます。
（＊2）共同取扱契約の場合、事務幹事会社を指します。

効力発生日（保険始期日） 2021年 1 月 1 日（金）
申込締切日 2020年11月 2 日（月）

効力発生日（保険始期日）と申込締切日

一般社団法人 全国高圧ガス溶材組合連合会
〒１０１－００３６ 東京都千代田区神田北乗物町１２ 大竹ビル２Ｆ
ＴＥＬ：０３（５２９６）０４３０　ＦAX：０３（５２９６）０４３５

生命保険
別冊の「契約概要」と「注意喚起情報」には、それぞれご加入の内容等に関する重要な事項のうち、特に確認いただきたい事項と特に注意い
ただきたい事項が記載されています。お申込みにあたっては、当パンフレットとあわせてご確認ください。なお、ご加入者（被保険者）は、当
パンフレット（特に重要なお知らせの「契約概要」・「注意喚起情報」等を含みます。）をプリントアウト等のうえ、お読みいただいた後も大
切に保管ください。

損害保険

このパンフレットは概要を説明したものです。ご加入にあたっては必ず「重要事項のご説明　契約概要のご説明・注意喚起情報のご説明」
をご覧ください。また、詳しくは「ご契約のしおり（普通保険約款・特約）」をご用意していますので、取扱代理店または引受保険会社までご
請求ください。ご不明な点につきましては、取扱代理店または引受保険会社にお問合わせください。

P17～P18を
ご覧ください

業務中または日常生活中を含めたケガを補償！

オプション

24時間補償に「特定感染症補償特約※あり」
ＥＡタイプが新登場！

特定感染症には、新型コロナウイルス感染症も含まれます！
昨年度より「天災危険補償特約」と「熱中症危険補償特約」が追
加されています。

NEW!NEW!

※正式名称：特定感染症危険「後遺障害保険金、入院保険金および
　通院保険金」補償特約

P1～P6
P7・P8・P10～P16

P9 ～ P16



本　　人 本　　人
加入口数

1口

2口

3口

4口

5口

加入口数

6口

7口

8口

9口

10口

死亡保険金額
（高度障がい保険金額） 月 払 掛 金 死亡保険金額

（高度障がい保険金額） 月 払 掛 金

100万円
200万円
300万円
400万円
500万円

円

円

円

円

円

600万円
700万円
800万円
900万円

1,000万円

円

円

円

円

円

弔慰金・死亡退職金制度に適した制度
遺族保障を目的とした掛捨ての保険で、会員事業所の弔慰金・死亡退職金制度にふさわしい制度です。
また、この福祉共済制度は、全溶連と引受保険会社との包括契約により、団体保険としての割引が適用された掛
金で適正に運営されております。
そして、制度運営費の一部は組合に還元され、組合財源に大きく寄与しておりますので、ぜひ積極的なご活用を
お願いいたします。

配当金のお受取り
１年ごとに収支計算を行い、剰余金が生じた場合は、配当金をお受取りになれます。
脱退され、保険期間の中途で保障終了となられた方は配当金をお受取りになれません。

掛金から制度運営費を差引いた
金額は原則として全額損金または
必要経費に算入
2020年6月現在の税制に基づくものであり、
今後、税務の取扱いが変わる場合があります。

簡単なお申込み手続き
医師の診査ではなく、健康状態等の告知による
お申込み手続きです。

24時間保障
業務上、業務外を問わず保障します。

約35.7％ 約61.6％約62.2％

特　徴
団体定期保険のおすすめ<事業所加入型>

（毎月加入可能・原則として全員加入）

（注）上記は年間払込保険料に対する配当金の割合です。なお、記載の数値は、過去の配当実績に基づくものであり、将来のお受
取りをお約束するものではありません。

全溶連
福祉共済制度
団体定期保険

保 険 期 間

配当還元率

2018年度 2017年度2019年度
2018年1月1日～
2018年12月31日

2017年1月1日～
2017年12月31日

2019年1月1日～
2019年12月31日

（注）各項目の金額は各項目の平均額であり、これらの
合計と葬儀費用の合計は一致しません。

一般財団法人日本消費者協会  
第11回「葬儀についてのアンケート調査」報告書
2017（平成29）年1月

「葬儀費用」だけでもこんなにかかります。

葬儀一式費用

寺院の費用

通夜からの飲食接待費用

121.4万円

47.3万円

30.6万円

195.7万円葬儀費用の合計

11

22

33

44

55

■加入資格

■保険期間

■この保険契約から脱退いただく場合

■掛金

■配当金

■受取人

■税務上のお取扱い

1. 以下の加入資格の他、「申込書兼告知書」に記載の内容を十分ご確認のうえ、お申込みください。
以下の年齢は効力発生日現在の年齢です。
《本　人》　全溶連の会員（賛助会員を除きます。）および会員事業所の役員・従業員・事務局の職員の方で

新規加入・増額は、年齢14歳6カ月超65歳6カ月以下の方。継続加入は、年齢70歳6カ月以下の方。

（ご注意）
①年齢65歳6カ月超70歳6カ月以下の継続加入者は増額できません。
② 一旦加入すれば、その後病気になられても、原則として、加入資格を満たすかぎり同額もしくはそれ以下の保障額で継続加入で
きます。

③会員が全溶連の会員資格を失われた場合には、年齢によらずこの保険契約からの脱退手続きが必要です。
（この場合、加入されているその会員事業所の役員･従業員･事務局の職員も年齢によらず脱退となります。）
また、本人が退職・転籍出向等で上記加入資格を失われた場合にも、年齢によらずこの保険契約からの脱退手続きが必要です。

2. 本制度への加入（＊）手続きに際しては、加入（＊）者（被保険者）の同意印が必要です。（「申込書兼告知書」に、加入（＊）者（被保険者）の同
意印を押印ください。）
加入（＊）の同意印のない方は加入（＊）できません。
（＊）保障額を増額する場合、増額部分については、「加入」を「増額」と読替えます。

●保険期間は効力発生日～2021年12月31日までです。以降は毎年1月1日を更新日とし、保険期間1年で更新します。

●本人（主たる被保険者）が加入資格を失われた場合には、保険期間の途中であってもその日にこの保険契約から脱退となります。
●この保険契約の保障終了日は、脱退となった日の属する掛金が払込まれた期間の末日です。
（例えば、3月24日に脱退された場合、3月分掛金を払込みいただき、3月31日が保障終了日となります。）
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払戻金はありません。

●掛金は毎月27日（当日が金融機関休業日の場合は翌営業日）に所定の口座から振替えます。
（収納代行：ニッセイ情報テクノロジー（株））
●掛金の口座振替ができない場合は翌月27日に2カ月分振替えます。

●1年ごとに収支計算を行い、剰余金が生じた場合は、配当金をお受取りになれます。
配当金のお受取りがある場合、実質負担額（年間払込掛金から配当金を控除した金額）が軽減されます。
脱退され、保険期間の中途で保障終了となられた方は配当金をお受取りになれません。

●本人の死亡保険金受取人は、本人の配偶者・こども・孫・父母・祖父母・兄弟姉妹・事業主から選択できます。
●本人の高度障がい保険金受取人は被保険者ご自身です。
●死亡保険金受取人を事業主とした場合は保険金請求時に被保険者の遺族の了知が必要です。

【掛金】
＜法人事業所の場合＞
●役員・従業員・事務局の職員のために法人が負担した掛金は制度運営費を差引いた金額が、原則として全額損金に算入でき、その金額は役員・
従業員・事務局の職員の所得税の課税対象ではありません。
なお、制度運営費の税務取扱いについては、所轄の国税局・税務署や顧問税理士等にご確認ください。

＜個人事業所の場合＞
●従業員のために個人事業主が負担した掛金は制度運営費を差引いた金額が、原則として全額必要経費に算入でき、その金額は従業員の所得
税の課税対象ではありません。
●自身のために個人事業主が負担した主契約の実質掛金（掛金から年間の制度運営費および配当金を控除した金額）は、一般生命保険料控除の
対象となります。（ただし、配偶者または一定の範囲の親族が保険金受取人の場合に限ります。）
なお、制度運営費の税務取扱いについては、所轄の国税局・税務署や顧問税理士等にご確認ください。
※この保険契約には新生命保険料控除制度が適用されます。生命保険料控除の詳細は、以下のニッセイのホームページをご参照ください。
　（https://www.nissay.co.jp/keiyaku/oshirase/hokenryokojo/)
※一般生命保険料控除の対象となる実質掛金については、年末調整・確定申告時に控除証明書等にて必ずご確認ください。
※当団体定期保険以外に一般生命保険料控除の対象となる保険等にご加入の場合、控除額は控除の対象となる保険等の保険料をそれぞれ合計
した保険料に基づき計算されます。当団体定期保険のみの掛金に基づき計算されるわけではありません。

税務の取扱い等について、2020年6月現在の税制・関係法令等に基づき記載しております。
今後、税務の取扱い等が変わる場合がありますので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるものではありません。
個別の税務取扱い等については、所轄の国税局・税務署や顧問税理士等にご確認ください。

■保障額と掛金
保障額と掛金は以下のとおりです。各事業所の保険金決定基準に従ってお申込みください。

580
1,160
1,740
2,320
2,900

3,480
4,060
4,640
5,220
5,800

●上記掛金には、以下の金額が「制度運営費」として含まれております。
制度運営費（概算）：死亡保険金額（高度障がい保険金額）100万円あたり200円
●上記掛金と正規保険料との差額が制度運営費となります。
●正規保険料は申込締切後に算出し、更新日（今回は2021年1月１日）から適用しますので、制度運営費は変更となる可能性があります。
保険料は、毎年の更新日に再計算し適用します。詳細は、表紙記載の団体窓口までご照会ください。
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本　　人 本　　人
加入口数

1口

2口

3口

4口

5口

加入口数

6口

7口

8口

9口

10口

死亡保険金額
（高度障がい保険金額） 月 払 掛 金 死亡保険金額

（高度障がい保険金額） 月 払 掛 金

100万円
200万円
300万円
400万円
500万円

円

円

円

円

円

600万円
700万円
800万円
900万円

1,000万円

円

円

円

円

円

弔慰金・死亡退職金制度に適した制度
遺族保障を目的とした掛捨ての保険で、会員事業所の弔慰金・死亡退職金制度にふさわしい制度です。
また、この福祉共済制度は、全溶連と引受保険会社との包括契約により、団体保険としての割引が適用された掛
金で適正に運営されております。
そして、制度運営費の一部は組合に還元され、組合財源に大きく寄与しておりますので、ぜひ積極的なご活用を
お願いいたします。

配当金のお受取り
１年ごとに収支計算を行い、剰余金が生じた場合は、配当金をお受取りになれます。
脱退され、保険期間の中途で保障終了となられた方は配当金をお受取りになれません。

掛金から制度運営費を差引いた
金額は原則として全額損金または
必要経費に算入
2020年6月現在の税制に基づくものであり、
今後、税務の取扱いが変わる場合があります。

簡単なお申込み手続き
医師の診査ではなく、健康状態等の告知による
お申込み手続きです。

24時間保障
業務上、業務外を問わず保障します。

約35.7％ 約61.6％約62.2％

特　徴
団体定期保険のおすすめ<事業所加入型>

（毎月加入可能・原則として全員加入）

（注）上記は年間払込保険料に対する配当金の割合です。なお、記載の数値は、過去の配当実績に基づくものであり、将来のお受
取りをお約束するものではありません。

全溶連
福祉共済制度
団体定期保険

保 険 期 間

配当還元率

2018年度 2017年度2019年度
2018年1月1日～
2018年12月31日

2017年1月1日～
2017年12月31日

2019年1月1日～
2019年12月31日

（注）各項目の金額は各項目の平均額であり、これらの
合計と葬儀費用の合計は一致しません。

一般財団法人日本消費者協会  
第11回「葬儀についてのアンケート調査」報告書
2017（平成29）年1月

「葬儀費用」だけでもこんなにかかります。

葬儀一式費用

寺院の費用

通夜からの飲食接待費用

121.4万円

47.3万円

30.6万円

195.7万円葬儀費用の合計

11

22

33

44

55

■加入資格

■保険期間

■この保険契約から脱退いただく場合

■掛金

■配当金

■受取人

■税務上のお取扱い

1. 以下の加入資格の他、「申込書兼告知書」に記載の内容を十分ご確認のうえ、お申込みください。
以下の年齢は効力発生日現在の年齢です。
《本　人》　全溶連の会員（賛助会員を除きます。）および会員事業所の役員・従業員・事務局の職員の方で

新規加入・増額は、年齢14歳6カ月超65歳6カ月以下の方。継続加入は、年齢70歳6カ月以下の方。

（ご注意）
①年齢65歳6カ月超70歳6カ月以下の継続加入者は増額できません。
② 一旦加入すれば、その後病気になられても、原則として、加入資格を満たすかぎり同額もしくはそれ以下の保障額で継続加入で
きます。

③会員が全溶連の会員資格を失われた場合には、年齢によらずこの保険契約からの脱退手続きが必要です。
（この場合、加入されているその会員事業所の役員･従業員･事務局の職員も年齢によらず脱退となります。）
また、本人が退職・転籍出向等で上記加入資格を失われた場合にも、年齢によらずこの保険契約からの脱退手続きが必要です。

2. 本制度への加入（＊）手続きに際しては、加入（＊）者（被保険者）の同意印が必要です。（「申込書兼告知書」に、加入（＊）者（被保険者）の同
意印を押印ください。）
加入（＊）の同意印のない方は加入（＊）できません。
（＊）保障額を増額する場合、増額部分については、「加入」を「増額」と読替えます。

●保険期間は効力発生日～2021年12月31日までです。以降は毎年1月1日を更新日とし、保険期間1年で更新します。

●本人（主たる被保険者）が加入資格を失われた場合には、保険期間の途中であってもその日にこの保険契約から脱退となります。
●この保険契約の保障終了日は、脱退となった日の属する掛金が払込まれた期間の末日です。
（例えば、3月24日に脱退された場合、3月分掛金を払込みいただき、3月31日が保障終了日となります。）
●この保険契約には、被保険者が脱退された場合の払戻金はありません。

●掛金は毎月27日（当日が金融機関休業日の場合は翌営業日）に所定の口座から振替えます。
（収納代行：ニッセイ情報テクノロジー（株））
●掛金の口座振替ができない場合は翌月27日に2カ月分振替えます。

●1年ごとに収支計算を行い、剰余金が生じた場合は、配当金をお受取りになれます。
配当金のお受取りがある場合、実質負担額（年間払込掛金から配当金を控除した金額）が軽減されます。
脱退され、保険期間の中途で保障終了となられた方は配当金をお受取りになれません。

●本人の死亡保険金受取人は、本人の配偶者・こども・孫・父母・祖父母・兄弟姉妹・事業主から選択できます。
●本人の高度障がい保険金受取人は被保険者ご自身です。
●死亡保険金受取人を事業主とした場合は保険金請求時に被保険者の遺族の了知が必要です。

【掛金】
＜法人事業所の場合＞
●役員・従業員・事務局の職員のために法人が負担した掛金は制度運営費を差引いた金額が、原則として全額損金に算入でき、その金額は役員・
従業員・事務局の職員の所得税の課税対象ではありません。
なお、制度運営費の税務取扱いについては、所轄の国税局・税務署や顧問税理士等にご確認ください。

＜個人事業所の場合＞
●従業員のために個人事業主が負担した掛金は制度運営費を差引いた金額が、原則として全額必要経費に算入でき、その金額は従業員の所得
税の課税対象ではありません。
●自身のために個人事業主が負担した主契約の実質掛金（掛金から年間の制度運営費および配当金を控除した金額）は、一般生命保険料控除の
対象となります。（ただし、配偶者または一定の範囲の親族が保険金受取人の場合に限ります。）
なお、制度運営費の税務取扱いについては、所轄の国税局・税務署や顧問税理士等にご確認ください。
※この保険契約には新生命保険料控除制度が適用されます。生命保険料控除の詳細は、以下のニッセイのホームページをご参照ください。
　（https://www.nissay.co.jp/keiyaku/oshirase/hokenryokojo/)
※一般生命保険料控除の対象となる実質掛金については、年末調整・確定申告時に控除証明書等にて必ずご確認ください。
※当団体定期保険以外に一般生命保険料控除の対象となる保険等にご加入の場合、控除額は控除の対象となる保険等の保険料をそれぞれ合計
した保険料に基づき計算されます。当団体定期保険のみの掛金に基づき計算されるわけではありません。

税務の取扱い等について、2020年6月現在の税制・関係法令等に基づき記載しております。
今後、税務の取扱い等が変わる場合がありますので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるものではありません。
個別の税務取扱い等については、所轄の国税局・税務署や顧問税理士等にご確認ください。

■保障額と掛金
保障額と掛金は以下のとおりです。各事業所の保険金決定基準に従ってお申込みください。

580
1,160
1,740
2,320
2,900

3,480
4,060
4,640
5,220
5,800

●上記掛金には、以下の金額が「制度運営費」として含まれております。
制度運営費（概算）：死亡保険金額（高度障がい保険金額）100万円あたり200円
●上記掛金と正規保険料との差額が制度運営費となります。
●正規保険料は申込締切後に算出し、更新日（今回は2021年1月１日）から適用しますので、制度運営費は変更となる可能性があります。
保険料は、毎年の更新日に再計算し適用します。詳細は、表紙記載の団体窓口までご照会ください。
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■保険金のお支払事由

■保険金をお支払いしない場合等（詳細）

【死亡保険金】
引受保険会社は、被保険者が保険期間中に死亡された場合、死亡保険金をお支払いします。
【高度障がい保険金】

引受保険会社は、被保険者がこの保険契約への加入日（＊１）以後の傷害または疾病によって、保険期間中に、別表（＊２）に定める高度障がい状態
のいずれかになられた場合、高度障がい保険金をお支払いします。
なお、上記によって高度障がい保険金が支払われた場合には、この保険契約のその被保険者に対する部分は、高度障がい状態になられた時に消
滅したものとして取扱います。したがって、高度障がい保険金と死亡保険金は重複してはお支払いしません。

（＊１）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分については「加入日」を「増額日」と読替えます。
（＊２）対象となる「高度障がい状態」とは

1．両眼の視力を全く永久に失ったもの
2．言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの
3．中枢神経系または精神に著しい障がいを残し、終身常に介護を要するもの
4．胸腹部臓器に著しい障がいを残し、終身常に介護を要するもの
5．両上肢とも、手関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
6．両下肢とも、足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
7．1上肢を手関節以上で失い、かつ、1下肢を足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
8．1上肢の用を全く永久に失い、かつ、1下肢を足関節以上で失ったもの

～高度障がい状態に関する補足説明～
1．常に介護を要するもの

「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが自分ではできず、常に他人の
介護を要する状態をいいます。

2．眼の障がい（視力障がい）
（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込のない場合をいいます。
（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障がいは視力を失ったものとはみなしません。

3．言語またはそしゃくの障がい
（1）「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の3つの場合をいいます。

①語音構成機能障がいで、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の4種のうち、3種以上の発音が不能となり、その回復の見込のない場合
②脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が不可能となり、その回復の見込のない場合
③声帯全部のてき出により発音が不能の場合

（2）「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込のない場合をいいます。
4．上・下肢の障がい

「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、または上・下肢においてそれぞれ3大関
節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復の見込のない場合をいいます。

【主契約】
○引受保険会社は、保険金のお支払事由が次の項目のいずれかによって生じた場合には、保険金をお支払いしません。
   ・被保険者の自殺。ただし、その被保険者がそのご加入（＊１）日から起算して１年を超えて継続して被保険者であった場合には保険金をお支払いします。
   ・保険契約者・被保険者の故意。
   ・保険金受取人の故意。ただし、その保険金受取人が保険金の一部の受取人である場合には、その残額をその他の保険金受取人にお支払いします。
   ・戦争その他の変乱。（＊２）

（＊１）保障額を増額する場合、増額部分については、「ご加入」を「増額」と読替えます。
（＊２）ただし、戦争その他の変乱によって支払事由に該当された被保険者の数の増加がこの保険の計算基礎に及ぼす影響が少ないと引受保険会社が認

めた場合には、その程度に応じ、保険金の全額をお支払いし、または保険金を削減してお支払いします。

【高度障がい保険金】
○高度障がい保険金のお支払いは、その原因となる傷病がご加入（＊１）時以後に生じた場合に限ります。
  （原因となる傷病がご加入（＊１）時前に生じていた場合には、お支払事由に該当しません。）

　 したがって、原因となる傷病がご加入（＊１）時前に生じていた場合には、過去の傷病歴（傷病名、治療期間等）、おからだの状態等について告知いただい
ているかどうかにかかわらず、高度障がい保険金はお支払対象となりません。

【すべての保険金】
次の場合には、保険金をお支払いせず、ご加入も継続できません。
○告知義務違反による解除の場合

ご加入（＊１）のお申込みの際に保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって告知事項について事実を告げずまたは事実でないこと
を告げ、保険契約の全部またはその被保険者のご加入（＊１）部分が解除されたとき。ただし、支払事由の発生が解除の原因となった事実によらないこと
が証明された場合には、保険金をお支払いします。

○詐欺による取消の場合
保険契約者または被保険者の詐欺により、この保険契約の締結・被保険者の加入等が行われたために、この保険契約の全部またはその被保険者に対
する部分が取消となることがあります。この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。

○不法取得目的による無効の場合
保険契約者または被保険者が保険金を不法に取得する目的もしくは他人に保険金を不法に取得させる目的をもってこの保険契約の締結・被保険者の
加入等を行った場合には、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部分を無効とし、すでに払込まれた保険料は払戻しません。

○保険契約が失効した場合
　保険契約者から保険料の払込みがなく、この保険契約が効力を失ったとき。
○重大事由による解除の場合

次のような事由に該当した場合には、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部分を解除することがあります。
（以下の③の事由にのみ保険金受取人だけが該当した場合で、複数の保険金受取人のうちの一部の保険金受取人が以下の③の事由に該当したときに
限り、保険金のうち、その保険金受取人にお支払いすることとなっていた保険金を除いた額を、他の保険金受取人にお支払いします。）

①保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被保険者を除きます。）または保険金受取人が、保険金（死亡保険金の場合は、他の保険契約の死亡保険
金を含み、保険種類および給付の名称の如何を問いません。）を詐取する目的または他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたと
き。

②この保険契約の保険金の請求に関し、保険金受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があったとき。
③保険契約者、被保険者または保険金受取人が、次の（ア）～（オ）のいずれかに該当するとき。

　  （ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認められること
（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認められること
（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは一部の経営を支配され、またはその経営に反社会的勢力による実質的な関与を受けていると認められる

こと
（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、被保険者または保険金受取人に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする上記①②③
の事由と同等の重大な事由があるとき。

■制度運営および引受保険会社
当制度は一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会が生命保険会社と更新時点の約款に基づき締結した団体定期保険契約に基づいて運営します。
この団体定期保険契約は以下の引受保険会社による共同取扱契約であり、事務幹事会社が他の引受保険会社から委任を受けて事務を行いますが、各ご
加入者（被保険者）の加入保険金額について、引受保険会社はそれぞれの引受割合（2020年6月1日現在）に応じて保険契約上の権利を有し義務を負
い、相互に連帯して責任を負うものではありません。なお、将来引受保険会社および引受割合は変更することがあります。

[引受保険会社 ] 日本生命保険相互会社（85％）【事務幹事会社】
 富国生命保険相互会社（15％）

■個人情報の取扱いに関する一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会と引受保険会社からのお知らせ
●この保険契約は、一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会（以下、全溶連といいます。)を保険契約者とし、全溶連所属（加盟）の事業所（以下、事業所

といいます。）の所属員を加入対象者とする企業保険です。
そのため、この保険契約の運営にあたっては、全溶連および事業所は加入対象者の個人情報（氏名・性別・生年月日・健康状態等）を取扱い、全溶連
がこの保険契約を締結した引受保険会社（共同引受会社を含みます。以下同じ。）へ提出します。
全溶連および事業所は、この保険契約の運営において入手する個人情報（個人番号を除く）を、この保険契約の事務手続きのために使用します。

●引受保険会社は受領した個人情報（個人番号を除く）を各種保険の引受け・継続・維持管理、保険金等のお支払い、その他保険に関連・付随する業務
のために利用し、また、全溶連、事業所および他の引受保険会社等へその目的の範囲内で提供します。

●また、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き全溶連、事業所および引受保険会社においてそれぞれ上記に準じ個人情報が取扱われます。
なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合がありますが、その場合、個人情報は変更後の引受保険会社へ提供されます。

（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる目的に利用目的
が限定されています。
個人番号については、保険取引に関する支払調書作成事務のみに使用します。

～死亡保険金受取人の個人情報の取扱いについて～
指定された死亡保険金受取人（以下、受取人といいます。）の個人情報については、上記の加入対象者（被保険者）の個人情報と同様に取扱われますので、
お申込みにあたっては、受取人にその旨を説明いただき、個人情報の取扱いについての同意を取得してください。

■ご相談窓口等
　ご照会・苦情につきましては、以下の団体窓口までお問合せください。
（なお、引受保険会社へのご要望・苦情につきましては、同じく以下の日本生命窓口までご連絡ください。）

＜団体お問合せ先＞ 一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会 TEL：03－5296－0430

＜日本生命お問合せ先＞ 日本生命保険相互会社　法人サービスセンター TEL：0120－563－925
 ＊お問合せの際には、記号証券番号（932－5780）をお知らせください。
  【受付時間　月曜日～金曜日　9:00 ～17:00（祝日・12/31 ～1/3を除く。）】

＜「障がい」の表記＞　
当パンフレット（団体定期保険部分）では、「障害」を「障がい」と表記しています。なお、法律、政令、規則等の法令で用いられている用語や特定の
固有名詞については「障害」とそのまま表記する場合があります。
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■保険金のお支払事由

■保険金をお支払いしない場合等（詳細）

【死亡保険金】
引受保険会社は、被保険者が保険期間中に死亡された場合、死亡保険金をお支払いします。
【高度障がい保険金】

引受保険会社は、被保険者がこの保険契約への加入日（＊１）以後の傷害または疾病によって、保険期間中に、別表（＊２）に定める高度障がい状態
のいずれかになられた場合、高度障がい保険金をお支払いします。
なお、上記によって高度障がい保険金が支払われた場合には、この保険契約のその被保険者に対する部分は、高度障がい状態になられた時に消
滅したものとして取扱います。したがって、高度障がい保険金と死亡保険金は重複してはお支払いしません。

（＊１）その被保険者についてこの保険契約上の責任が開始した日をいい、増額部分については「加入日」を「増額日」と読替えます。
（＊２）対象となる「高度障がい状態」とは

1．両眼の視力を全く永久に失ったもの
2．言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの
3．中枢神経系または精神に著しい障がいを残し、終身常に介護を要するもの
4．胸腹部臓器に著しい障がいを残し、終身常に介護を要するもの
5．両上肢とも、手関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
6．両下肢とも、足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
7．1上肢を手関節以上で失い、かつ、1下肢を足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
8．1上肢の用を全く永久に失い、かつ、1下肢を足関節以上で失ったもの

～高度障がい状態に関する補足説明～
1．常に介護を要するもの

「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが自分ではできず、常に他人の
介護を要する状態をいいます。

2．眼の障がい（視力障がい）
（1）視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
（2）「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が0.02以下になって回復の見込のない場合をいいます。
（3）視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障がいは視力を失ったものとはみなしません。

3．言語またはそしゃくの障がい
（1）「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の3つの場合をいいます。

①語音構成機能障がいで、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の4種のうち、3種以上の発音が不能となり、その回復の見込のない場合
②脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が不可能となり、その回復の見込のない場合
③声帯全部のてき出により発音が不能の場合

（2）「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、その回復の見込のない場合をいいます。
4．上・下肢の障がい

「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、または上・下肢においてそれぞれ3大関
節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復の見込のない場合をいいます。

【主契約】
○引受保険会社は、保険金のお支払事由が次の項目のいずれかによって生じた場合には、保険金をお支払いしません。
   ・被保険者の自殺。ただし、その被保険者がそのご加入（＊１）日から起算して１年を超えて継続して被保険者であった場合には保険金をお支払いします。
   ・保険契約者・被保険者の故意。
   ・保険金受取人の故意。ただし、その保険金受取人が保険金の一部の受取人である場合には、その残額をその他の保険金受取人にお支払いします。
   ・戦争その他の変乱。（＊２）

（＊１）保障額を増額する場合、増額部分については、「ご加入」を「増額」と読替えます。
（＊２）ただし、戦争その他の変乱によって支払事由に該当された被保険者の数の増加がこの保険の計算基礎に及ぼす影響が少ないと引受保険会社が認

めた場合には、その程度に応じ、保険金の全額をお支払いし、または保険金を削減してお支払いします。

【高度障がい保険金】
○高度障がい保険金のお支払いは、その原因となる傷病がご加入（＊１）時以後に生じた場合に限ります。
  （原因となる傷病がご加入（＊１）時前に生じていた場合には、お支払事由に該当しません。）

　 したがって、原因となる傷病がご加入（＊１）時前に生じていた場合には、過去の傷病歴（傷病名、治療期間等）、おからだの状態等について告知いただい
ているかどうかにかかわらず、高度障がい保険金はお支払対象となりません。

【すべての保険金】
次の場合には、保険金をお支払いせず、ご加入も継続できません。
○告知義務違反による解除の場合

ご加入（＊１）のお申込みの際に保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失によって告知事項について事実を告げずまたは事実でないこと
を告げ、保険契約の全部またはその被保険者のご加入（＊１）部分が解除されたとき。ただし、支払事由の発生が解除の原因となった事実によらないこと
が証明された場合には、保険金をお支払いします。

○詐欺による取消の場合
保険契約者または被保険者の詐欺により、この保険契約の締結・被保険者の加入等が行われたために、この保険契約の全部またはその被保険者に対
する部分が取消となることがあります。この場合、すでに払込まれた保険料は払戻しません。

○不法取得目的による無効の場合
保険契約者または被保険者が保険金を不法に取得する目的もしくは他人に保険金を不法に取得させる目的をもってこの保険契約の締結・被保険者の
加入等を行った場合には、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部分を無効とし、すでに払込まれた保険料は払戻しません。

○保険契約が失効した場合
　保険契約者から保険料の払込みがなく、この保険契約が効力を失ったとき。
○重大事由による解除の場合

次のような事由に該当した場合には、この保険契約の全部またはその被保険者に対する部分を解除することがあります。
（以下の③の事由にのみ保険金受取人だけが該当した場合で、複数の保険金受取人のうちの一部の保険金受取人が以下の③の事由に該当したときに
限り、保険金のうち、その保険金受取人にお支払いすることとなっていた保険金を除いた額を、他の保険金受取人にお支払いします。）

①保険契約者、被保険者（死亡保険金の場合は被保険者を除きます。）または保険金受取人が、保険金（死亡保険金の場合は、他の保険契約の死亡保険
金を含み、保険種類および給付の名称の如何を問いません。）を詐取する目的または他人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をしたと
き。

②この保険契約の保険金の請求に関し、保険金受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があったとき。
③保険契約者、被保険者または保険金受取人が、次の（ア）～（オ）のいずれかに該当するとき。

　  （ア）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力（以
下「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること

（イ）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認められること
（ウ）反社会的勢力を不当に利用していると認められること
（エ）反社会的勢力により団体の全部もしくは一部の経営を支配され、またはその経営に反社会的勢力による実質的な関与を受けていると認められる

こと
（オ）その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること

④上記①②③の他、引受保険会社の保険契約者、被保険者または保険金受取人に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする上記①②③
の事由と同等の重大な事由があるとき。

■制度運営および引受保険会社
当制度は一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会が生命保険会社と更新時点の約款に基づき締結した団体定期保険契約に基づいて運営します。
この団体定期保険契約は以下の引受保険会社による共同取扱契約であり、事務幹事会社が他の引受保険会社から委任を受けて事務を行いますが、各ご
加入者（被保険者）の加入保険金額について、引受保険会社はそれぞれの引受割合（2020年6月1日現在）に応じて保険契約上の権利を有し義務を負
い、相互に連帯して責任を負うものではありません。なお、将来引受保険会社および引受割合は変更することがあります。

[引受保険会社 ] 日本生命保険相互会社（85％）【事務幹事会社】
 富国生命保険相互会社（15％）

■個人情報の取扱いに関する一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会と引受保険会社からのお知らせ
●この保険契約は、一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会（以下、全溶連といいます。)を保険契約者とし、全溶連所属（加盟）の事業所（以下、事業所

といいます。）の所属員を加入対象者とする企業保険です。
そのため、この保険契約の運営にあたっては、全溶連および事業所は加入対象者の個人情報（氏名・性別・生年月日・健康状態等）を取扱い、全溶連
がこの保険契約を締結した引受保険会社（共同引受会社を含みます。以下同じ。）へ提出します。
全溶連および事業所は、この保険契約の運営において入手する個人情報（個人番号を除く）を、この保険契約の事務手続きのために使用します。

●引受保険会社は受領した個人情報（個人番号を除く）を各種保険の引受け・継続・維持管理、保険金等のお支払い、その他保険に関連・付随する業務
のために利用し、また、全溶連、事業所および他の引受保険会社等へその目的の範囲内で提供します。

●また、今後、個人情報に変更等が発生した際にも、引続き全溶連、事業所および引受保険会社においてそれぞれ上記に準じ個人情報が取扱われます。
なお、記載の引受保険会社は、今後、変更する場合がありますが、その場合、個人情報は変更後の引受保険会社へ提供されます。

（注）保健医療等の機微（センシティブ）情報については、保険業法施行規則により、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる目的に利用目的
が限定されています。
個人番号については、保険取引に関する支払調書作成事務のみに使用します。

～死亡保険金受取人の個人情報の取扱いについて～
指定された死亡保険金受取人（以下、受取人といいます。）の個人情報については、上記の加入対象者（被保険者）の個人情報と同様に取扱われますので、
お申込みにあたっては、受取人にその旨を説明いただき、個人情報の取扱いについての同意を取得してください。

■ご相談窓口等
　ご照会・苦情につきましては、以下の団体窓口までお問合せください。
（なお、引受保険会社へのご要望・苦情につきましては、同じく以下の日本生命窓口までご連絡ください。）

＜団体お問合せ先＞ 一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会 TEL：03－5296－0430

＜日本生命お問合せ先＞ 日本生命保険相互会社　法人サービスセンター TEL：0120－563－925
 ＊お問合せの際には、記号証券番号（932－5780）をお知らせください。
  【受付時間　月曜日～金曜日　9:00 ～17:00（祝日・12/31 ～1/3を除く。）】

＜「障がい」の表記＞　
当パンフレット（団体定期保険部分）では、「障害」を「障がい」と表記しています。なお、法律、政令、規則等の法令で用いられている用語や特定の
固有名詞については「障害」とそのまま表記する場合があります。
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②ご契約者用

1000 900 800 700 600 500 400 300 200 100

イッパンシャダンホウジンゼンコク
コウアツガスヨウザイクミアイレンゴウカイ

タロウ 1 3 4 6 0 4 2 9

記　入　不　要

ヤマダ 7 1
8 0 0
5 0 0ジギョウヌシ

代表取締役 山田太郎

ヤマダ熔材株式会社

東京都港区芝大門○ー△ー□

 2　11　2 3 　1　 1

2 10 23

記　入　不　要

令和 令和

令和

確 認 項 目 チェック欄

事業所所在地・事業所名・代表者名を完記のうえ、社印を押印ください。
※「ニッセイ用」と印字されているページには必ず社印を押印ください。1

死亡保険金受取人をカタカナでご記入ください。
続柄コード・人数もご記入ください。6

パンフレット1ページに記載の保険金額から各事業所の保険金決定基準に従って金額を
ご記入ください。8

この「申込書兼告知書」を記入された日を必ずご記入ください。2

氏名はカタカナでご記入ください。3

性別・生年月日をご記入ください。5

該当する申込区分に○印をご記入ください。7

「申込書兼告知書」左上の告知事項に対して「有」または「無」に○印をご記入ください。
記入もれのないようにご注意ください。
※「有」の場合は、項目番号に○印のうえ、別途「被保険者の告知書」をご提出ください。

9

内容を訂正される場合は二重線で抹消後、訂正印（同意印と同一の個人印）を押印の
うえ、正当内容をご記入ください。 注

ご本人の印を必ず押印ください。（認印可）4

注意！

◆ 内容に変更のない場合は、従来の加入内容で継続されますので「申込書兼告知書」の
ご提出は不要です。

◆ 当「申込書兼告知書」が2枚綴りの場合は1枚目の「①ニッセイ用」のみご提出ください。
2枚目の「②ご契約者用」は「加入事業所控」として保管ください。
また、「②ご契約者用」がない「申込書兼告知書」はコピーを「加入事業所控」として
保管ください。

団体定期保険「申込書兼告知書」記入要領

●新規に加入される方は、「申込書兼告知書」を一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会へご提出ください。
●すでに加入されている方で、死亡保険金受取人を変更される場合は、「死亡保険金受取人指定書」をご提出ください。
　（「申込書兼告知書」での受取人変更のお取扱いはできません。）
この場合、死亡保険金受取人変更の効力発生日は、保険契約者（団体）が引受保険会社に「死亡保険金受取人指定書」を発送した日
です。
●加入内容の変更がある方は、「申込書兼告知書」をご提出ください。
●必要事項が記入・押印されているか、ご提出前にご確認ください。
内容を訂正される場合は二重線で抹消後、訂正印（同意印と同一の個人印）を押印のうえ、正当内容をご記入ください。
ただし、脱退の場合は申込区分５に○印のみ記入ください。（二重線での抹消を行わないでください。）

※事業所として新規に加入される場合は、「預金口座振替依頼書」もあわせて一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会へ
ご提出ください。

お申込み手続き

※当「申込書兼告知書」は記入要領用のものであり、配付されたものと内容が異なる場合があります。 日本－団－2020－707－11134－M(R2.8.7)

事業所コード・所属コード・被保険者番号の
ご記入は不要です。

※お送りしている「申込書兼告知書」の印字内容については、2020年8月
25日（火）日本生命保険相互会社受理分までの状況を反映しております。
その後に追加加入・脱退等の異動のお手続きをされたものについては反
映されておりませんので、ご留意ください。

1

2

3 4 5 6 7 8 9

注

注意！
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②ご契約者用

1000 900 800 700 600 500 400 300 200 100

イッパンシャダンホウジンゼンコク
コウアツガスヨウザイクミアイレンゴウカイ

タロウ 1 3 4 6 0 4 2 9

記　入　不　要

ヤマダ 7 1
8 0 0
5 0 0ジギョウヌシ

代表取締役 山田太郎

ヤマダ熔材株式会社

東京都港区芝大門○ー△ー□

 2　11　2 3 　1　 1

2 10 23

記　入　不　要

令和 令和

令和

確 認 項 目 チェック欄

事業所所在地・事業所名・代表者名を完記のうえ、社印を押印ください。
※「ニッセイ用」と印字されているページには必ず社印を押印ください。1

死亡保険金受取人をカタカナでご記入ください。
続柄コード・人数もご記入ください。6

パンフレット1ページに記載の保険金額から各事業所の保険金決定基準に従って金額を
ご記入ください。8

この「申込書兼告知書」を記入された日を必ずご記入ください。2

氏名はカタカナでご記入ください。3

性別・生年月日をご記入ください。5

該当する申込区分に○印をご記入ください。7

「申込書兼告知書」左上の告知事項に対して「有」または「無」に○印をご記入ください。
記入もれのないようにご注意ください。
※「有」の場合は、項目番号に○印のうえ、別途「被保険者の告知書」をご提出ください。

9

内容を訂正される場合は二重線で抹消後、訂正印（同意印と同一の個人印）を押印の
うえ、正当内容をご記入ください。 注

ご本人の印を必ず押印ください。（認印可）4

注意！

◆ 内容に変更のない場合は、従来の加入内容で継続されますので「申込書兼告知書」の
ご提出は不要です。

◆ 当「申込書兼告知書」が2枚綴りの場合は1枚目の「①ニッセイ用」のみご提出ください。
2枚目の「②ご契約者用」は「加入事業所控」として保管ください。
また、「②ご契約者用」がない「申込書兼告知書」はコピーを「加入事業所控」として
保管ください。

団体定期保険「申込書兼告知書」記入要領

●新規に加入される方は、「申込書兼告知書」を一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会へご提出ください。
●すでに加入されている方で、死亡保険金受取人を変更される場合は、「死亡保険金受取人指定書」をご提出ください。
　（「申込書兼告知書」での受取人変更のお取扱いはできません。）
この場合、死亡保険金受取人変更の効力発生日は、保険契約者（団体）が引受保険会社に「死亡保険金受取人指定書」を発送した日
です。
●加入内容の変更がある方は、「申込書兼告知書」をご提出ください。
●必要事項が記入・押印されているか、ご提出前にご確認ください。
内容を訂正される場合は二重線で抹消後、訂正印（同意印と同一の個人印）を押印のうえ、正当内容をご記入ください。
ただし、脱退の場合は申込区分５に○印のみ記入ください。（二重線での抹消を行わないでください。）

※事業所として新規に加入される場合は、「預金口座振替依頼書」もあわせて一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会へ
ご提出ください。

お申込み手続き

※当「申込書兼告知書」は記入要領用のものであり、配付されたものと内容が異なる場合があります。 日本－団－2020－707－11134－M(R2.8.7)

事業所コード・所属コード・被保険者番号の
ご記入は不要です。

※お送りしている「申込書兼告知書」の印字内容については、2020年8月
25日（火）日本生命保険相互会社受理分までの状況を反映しております。
その後に追加加入・脱退等の異動のお手続きをされたものについては反
映されておりませんので、ご留意ください。

1
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傷害補償のおすすめ
＜団体総合生活補償保険 傷害補償（MS&AD型)特約セット＞

特 長

『団体総合生活補償保険』は経営者・従業員のみなさまの業務中のケガを補償します︕
DA・EAタイプは「業務中＋業務外」24時間幅広く補償します。

全溶連
福祉共済制度
傷害補償

特長１

特長２

特長３

特長４

特長５

仕事中のケガはもちろん、国内・国外を問わず
スポーツ中、旅⾏中、家庭内外の⽇常⽣活に
おけるケガも補償します。

旅⾏中に川で⾜を
滑らせてケガをした

スポーツ中にケガをした

料理中に⽕傷をした
業務中の
交通事故に
よりケガをした

業務中に
工場⽕災に
よりケガをした

通勤中に
列⾞の事故
によりケガを
した

国内・国外を問わず、仕事中に
おけるさまざまな事故によるケガを
補償します。

傷害補償

DAタイプのオプションに「特定感染症危険補償特約※」が追加されました︕
※正式名称︓特定感染症危険「後遺障害保険⾦、⼊院保険⾦および通院保険⾦」補償特約
ＥＡタイプ（特定感染症補償特約※あり）が新登場︕

特定感染症補償特約※ ※正式名称︓特定感染症危険「後遺障害保険⾦、⼊院保険⾦および通院保険⾦」補償特約

（注）特定感染症とは、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」で定め
られている一類感染症から三類感染症まで、および指定感染症をいいます。
ただし、指定感染症については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律」の規定に基づき一類感染症、二類感染症または三類感染症に適用される規定と同
程度の規定を準用することが政令で定められている場合に限ります。
2020年５⽉現在では、エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう（天然痘）、南米出
血熱、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱、急性灰白髄炎（ポリオ）、結核、ジフテリア、重症急
性呼吸器症候群（SARS）、中東呼吸器症候群（MERS）、鳥インフルエンザ（H5N1、
H7N9）、コレラ、細菌性⾚痢、腸管出血性大腸菌感染症（O－157等）、腸チフス、パラ
チフス、 をいいます。

特定感染症（注）による後遺障害、入院、通院を補償します。
＊特定感染症による死亡および手術は対象外となります。

例 新型コロナウイルス感染症の発病により、
14⽇間⼊院した。

DA・EAタイプ
（24時間補償）

AA・BA・CAタイプ
（業務上のケガを補償）

＜お⽀払いする保険⾦例＞
（EAタイプ5口加⼊の場合）
傷害⼊院保険⾦⽇額7,500円×14⽇＝105,000円
お⽀払いする保険⾦︓105,000円
＊保険責任開始⽇からその⽇を含めて10⽇以内に発病した特定感染
症に対しては保険⾦をお⽀払いできません。

NEW

傷害補償のおすすめ
＜団体総合生活補償保険 傷害補償（MS&AD型)特約セット＞

特 長

『団体総合生活補償保険』は経営者・従業員のみなさまの業務中のケガを補償します︕
DA・EAタイプは「業務中＋業務外」24時間幅広く補償します。

全溶連
福祉共済制度
傷害補償

特長１

特長２

特長３

特長４

特長５

仕事中のケガはもちろん、国内・国外を問わず
スポーツ中、旅⾏中、家庭内外の⽇常⽣活に
おけるケガも補償します。

旅⾏中に川で⾜を
滑らせてケガをした

スポーツ中にケガをした

料理中に⽕傷をした
業務中の
交通事故に
よりケガをした

業務中に
工場⽕災に
よりケガをした

通勤中に
列⾞の事故
によりケガを
した

国内・国外を問わず、仕事中に
おけるさまざまな事故によるケガを
補償します。

傷害補償

DAタイプのオプションに「特定感染症危険補償特約※」が追加されました︕
※正式名称︓特定感染症危険「後遺障害保険⾦、⼊院保険⾦および通院保険⾦」補償特約
ＥＡタイプ（特定感染症補償特約※あり）が新登場︕

特定感染症補償特約※ ※正式名称︓特定感染症危険「後遺障害保険⾦、⼊院保険⾦および通院保険⾦」補償特約

（注）特定感染症とは、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」で定め
られている一類感染症から三類感染症まで、および指定感染症をいいます。
ただし、指定感染症については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律」の規定に基づき一類感染症、二類感染症または三類感染症に適用される規定と同
程度の規定を準用することが政令で定められている場合に限ります。
2020年５⽉現在では、エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう（天然痘）、南米出
血熱、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱、急性灰白髄炎（ポリオ）、結核、ジフテリア、重症急
性呼吸器症候群（SARS）、中東呼吸器症候群（MERS）、鳥インフルエンザ（H5N1、
H7N9）、コレラ、細菌性⾚痢、腸管出血性大腸菌感染症（O－157等）、腸チフス、パラ
チフス、 をいいます。

特定感染症（注）による後遺障害、入院、通院を補償します。
＊特定感染症による死亡および手術は対象外となります。

例 新型コロナウイルス感染症の発病により、
14⽇間⼊院した。

DA・EAタイプ
（24時間補償）

AA・BA・CAタイプ
（業務上のケガを補償）

＜お⽀払いする保険⾦例＞
（EAタイプ5口加⼊の場合）
傷害⼊院保険⾦⽇額7,500円×14⽇＝105,000円
お⽀払いする保険⾦︓105,000円
＊保険責任開始⽇からその⽇を含めて10⽇以内に発病した特定感染
症に対しては保険⾦をお⽀払いできません。
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傷害補償のおすすめ
＜団体総合生活補償保険 傷害補償（MS&AD型)特約セット＞

特 長

『団体総合生活補償保険』は経営者・従業員のみなさまの業務中のケガを補償します︕
DA・EAタイプは「業務中＋業務外」24時間幅広く補償します。

全溶連
福祉共済制度
傷害補償

特長１

特長２

特長３

特長４

特長５

仕事中のケガはもちろん、国内・国外を問わず
スポーツ中、旅⾏中、家庭内外の⽇常⽣活に
おけるケガも補償します。

旅⾏中に川で⾜を
滑らせてケガをした

スポーツ中にケガをした

料理中に⽕傷をした
業務中の
交通事故に
よりケガをした

業務中に
工場⽕災に
よりケガをした

通勤中に
列⾞の事故
によりケガを
した

国内・国外を問わず、仕事中に
おけるさまざまな事故によるケガを
補償します。

傷害補償

DAタイプのオプションに「特定感染症危険補償特約※」が追加されました︕
※正式名称︓特定感染症危険「後遺障害保険⾦、⼊院保険⾦および通院保険⾦」補償特約
ＥＡタイプ（特定感染症補償特約※あり）が新登場︕

特定感染症補償特約※ ※正式名称︓特定感染症危険「後遺障害保険⾦、⼊院保険⾦および通院保険⾦」補償特約

（注）特定感染症とは、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」で定め
られている一類感染症から三類感染症まで、および指定感染症をいいます。
ただし、指定感染症については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律」の規定に基づき一類感染症、二類感染症または三類感染症に適用される規定と同
程度の規定を準用することが政令で定められている場合に限ります。
2020年５⽉現在では、エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう（天然痘）、南米出
血熱、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱、急性灰白髄炎（ポリオ）、結核、ジフテリア、重症急
性呼吸器症候群（SARS）、中東呼吸器症候群（MERS）、鳥インフルエンザ（H5N1、
H7N9）、コレラ、細菌性⾚痢、腸管出血性大腸菌感染症（O－157等）、腸チフス、パラ
チフス、 をいいます。

特定感染症（注）による後遺障害、入院、通院を補償します。
＊特定感染症による死亡および手術は対象外となります。

例 新型コロナウイルス感染症の発病により、
14⽇間⼊院した。

DA・EAタイプ
（24時間補償）

AA・BA・CAタイプ
（業務上のケガを補償）

＜お⽀払いする保険⾦例＞
（EAタイプ5口加⼊の場合）
傷害⼊院保険⾦⽇額7,500円×14⽇＝105,000円
お⽀払いする保険⾦︓105,000円
＊保険責任開始⽇からその⽇を含めて10⽇以内に発病した特定感染
症に対しては保険⾦をお⽀払いできません。

NEW

傷害補償のおすすめ
＜団体総合生活補償保険 傷害補償（MS&AD型)特約セット＞

特 長

『団体総合生活補償保険』は経営者・従業員のみなさまの業務中のケガを補償します︕
DA・EAタイプは「業務中＋業務外」24時間幅広く補償します。

全溶連
福祉共済制度
傷害補償

特長１

特長２

特長３

特長４

特長５

仕事中のケガはもちろん、国内・国外を問わず
スポーツ中、旅⾏中、家庭内外の⽇常⽣活に
おけるケガも補償します。

旅⾏中に川で⾜を
滑らせてケガをした

スポーツ中にケガをした

料理中に⽕傷をした
業務中の
交通事故に
よりケガをした

業務中に
工場⽕災に
よりケガをした

通勤中に
列⾞の事故
によりケガを
した

国内・国外を問わず、仕事中に
おけるさまざまな事故によるケガを
補償します。

傷害補償

DAタイプのオプションに「特定感染症危険補償特約※」が追加されました︕
※正式名称︓特定感染症危険「後遺障害保険⾦、⼊院保険⾦および通院保険⾦」補償特約
ＥＡタイプ（特定感染症補償特約※あり）が新登場︕

特定感染症補償特約※ ※正式名称︓特定感染症危険「後遺障害保険⾦、⼊院保険⾦および通院保険⾦」補償特約

（注）特定感染症とは、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」で定め
られている一類感染症から三類感染症まで、および指定感染症をいいます。
ただし、指定感染症については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律」の規定に基づき一類感染症、二類感染症または三類感染症に適用される規定と同
程度の規定を準用することが政令で定められている場合に限ります。
2020年５⽉現在では、エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう（天然痘）、南米出
血熱、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱、急性灰白髄炎（ポリオ）、結核、ジフテリア、重症急
性呼吸器症候群（SARS）、中東呼吸器症候群（MERS）、鳥インフルエンザ（H5N1、
H7N9）、コレラ、細菌性⾚痢、腸管出血性大腸菌感染症（O－157等）、腸チフス、パラ
チフス、 をいいます。

特定感染症（注）による後遺障害、入院、通院を補償します。
＊特定感染症による死亡および手術は対象外となります。

例 新型コロナウイルス感染症の発病により、
14⽇間⼊院した。

DA・EAタイプ
（24時間補償）

AA・BA・CAタイプ
（業務上のケガを補償）

＜お⽀払いする保険⾦例＞
（EAタイプ5口加⼊の場合）
傷害⼊院保険⾦⽇額7,500円×14⽇＝105,000円
お⽀払いする保険⾦︓105,000円
＊保険責任開始⽇からその⽇を含めて10⽇以内に発病した特定感染
症に対しては保険⾦をお⽀払いできません。

NEW

 掛⾦は下記のとおりです。加⼊タイプと加⼊⼝数を選んでお申し込みください。
（傷害⼊院保険⾦⽀払対象期間（⽀払限度⽇数）180⽇・免責期間０⽇､傷害通院保険⾦⽀払対象期間180⽇・傷害通院保険⾦⽀払限度⽇数90⽇､免責期間０⽇）天災危険
補償特約、熱中症危険補償特約、AA〜CAタイプ︓就業中のみの傷害危険補償（事業主･役員･従業員）特約、EAタイプ︓特定感染症危険「後遺障害保険⾦、⼊院保険⾦
および通院保険⾦」補償特約セット

（注1）上記掛⾦には、⼀律10円の制度運営費が含まれています。
（注2）ＡＡ〜ＣＡタイプは「就業中のみの傷害危険補償（事業主・役員・従業員）特約」をセットしています。
（注3）住居と職場を同じくする方、業務中か否かの区別が明らかでない職種の方は、ＤＡ・ＥＡタイプ（24時間補償）にご加⼊ください。

（ＡＡ〜ＣＡタイプにはご加⼊いただけません）
（注4）上記掛⾦の保険料部分に団体割引２０％を適用しています。
（注5）ご加⼊内容の変更または継続しない旨のお申し出のない限り、ご継続時満79才まで保険契約の満了する⽇と同⼀内容(※)で継続加⼊

のお取扱いをいたします。この場合、継続後の保険料は、継続⽇現在の保険料率によって計算されます。
（※）傷害死亡保険⾦受取⼈は法定相続⼈となります。傷害死亡保険⾦受取⼈を指定される場合は、ご加⼊内容の変更となり、改めて

お手続きが必要です。この場合、被保険者の同意確認のために書類の提出をお願いすることがあります。
（ご注意）保険⾦請求事故が多発した場合などについて、ご継続を中止させていただくことがあります。

（注6）加⼊申込票記載事項（年令・他保険加⼊状況・保険⾦請求歴等）等により、ご契約のお引受けをお断りしたり、引受条件を制限させて
いただくことがありますので、あらかじめご了承ください。

※補償内容および保険⾦をお⽀払いできない主な場合については、「お⽀払いする保険⾦のご説明」をご確認ください。

補償内容および掛金（１口あたり） — 最高１０口まで加入できます —

傷害死亡保険⾦
事故によるケガのため、事故の発生の
日からその日を含めて180日以内に死
亡した場合にお支払いします。

傷害後遺障害保険⾦

事故によるケガのため、事故の発生の
日からその日を含めて180日以内に約
款所定の後遺障害が発生した場合に
お支払いします。

傷害⼊院保険⾦

事故によるケガの治療のため、入院した場合に、傷
害入院保険⾦の支払対象期間内の入院に対し
てお支払いします。

傷害⼿術保険⾦
事故によるケガの治療のため、
事故の発生の日からその日を
含めて傷害⼿術保険⾦支払
対象期間内に⼿術を受けた
場合にお支払いします。

傷害通院保険⾦
事故によるケガの治療のため、事故の発生
の日からその日を含めて保険証券に記載さ
れた傷害通院保険⾦の支払対象期間内
に、通院（往診・オンライン診療を含みま
す）した場合にお支払いします。
（注）治療を伴わない、薬剤、診断書、医療

器具等の受領等のためのものは、通院に
含みません。

さまざまな事故によるケガを補償︕

＜預金口座振替依頼書＞ の提出について

（１）傷害補償（団体総合生活補償保険）加入用として別途、＜預金口座振替依頼書＞のご提出をお願いいたします。
ご記入にあたっては、＜預金口座振替依頼書＞の表紙裏面にある「記入例」をご参照ください。
※現在団体傷害保険にご加入中の事業所（企業）で、同一口座からの振替を希望される場合はご提出不要です。

（２）＜預金口座振替依頼書＞は、「加入申込票」と合わせてご提出ください。

特定感染症補償特約※
（EAタイプのみ）

天災危険補償特約

熱中症危険補償特約

地震・噴火・津波により被ったケガについて
も保険⾦をお支払いします。

日射・熱射により被った身体の障害につい
ても保険⾦（傷害死亡保険⾦を除きま
す）をお支払いします。

＊特定感染症による死亡および
⼿術は対象外となります。

＊保険責任開始日からその日を
含めて10日以内に発病した特
定感染症に対しては保険⾦を
お支払いできません。

※正式名称︓特定感染症危険「後遺障害保険⾦、
入院保険⾦および通院保険⾦」補償特約

特定感染症による後遺障害、入院、通院を
補償します。

この部分の表組みは、差替になって、InDesignで
組んでいます。

補償内容 業務上のケガを補償 24時間補償

加入セット名 AAタイプ BAタイプ CAタイプ
DAタイプ EAタイプ
特定感染症
補償※なし

特定感染症
補償※あり

保
険
金
額

傷害死亡・後遺障害保険金額 100 万円 ― ― 100 万円 100 万円
傷 害 入 院 保 険 金 日 額 1,500 円 1,000 円 1,000 円 1,500 円 1,500 円

傷 害 手 術 保 険 金 入 院 中 に 受 け た 手 術：傷害入院保険金日額の 10 倍 
入院中以外に受けた手術：傷害入院保険金日額の 5 倍

傷 害 通 院 保 険 金 日 額 ― ― 500 円 500 円 500 円
1 名・1 口あたりの月額掛金 90 円 40 円 90 円 370 円 390 円

※正式名称：特定感染症危険「後遺障害保険金、入院保険金および通院保険金」補償特約

傷

害

補

償
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◆満65才以上の方の保険料については、取扱代理店にお問合わせく
ださい。

※保険料は男女共通です。
※記載の保険料は団体割引２０％を適用しています。
※商品改定に伴い、保険料・補償内容等が変更されています。

（疾病入院保険金支払対象期間365日・疾病入院保険金支払限度日数180日・免責期間0日、傷害入院保険金支払対象期間365日・傷害入院保険金支払限度日数180日・免
責期間0日）、特定精神障害補償特約（自動セット）

※ご加入内容の変更または継続しない旨のお申し出のない限り、ご継続時

満79才まで保険契約の満了する日と同一内容で継続加入のお取扱いを

いたします。この場合、継続後の保険料は継続日現在の被保険者の年

令および保険料率によって計算されます。

（ご注意）保険金請求事故が多発した場合などについて、ご継続を中止

させていただくことがあります。

※ 健康状態告知書質問事項の回答内容や加入申込票記載事項（年令・他

保険加入状況・保険金請求歴等）等により、ご契約のお引受けをお断り

したり、引受条件を制限させていただくことがありますので、あらかじめご

了承ください。

◆保険料は、加入される方各々の2021年1月1日現在の満年令に応じて表のとおりとなります。（保険期間：1年）

■補償の対象となれる方（被保険者）の範囲
全溶連の会員および会員事業所の役員・従業員（本人）で、
2021年1月1日現在、満65才までの方。
（継続加入の場合は満79才まで）

＜預⾦⼝座振替依頼書＞の提出について
（１）医療補償（団体総合生活補償保険）加入用として別途、＜預金口座振替依頼書＞のご提出をお願いいたします。

ご記入にあたっては、＜預金口座振替依頼書＞の表紙裏面にある「記入例」をご参照ください。
※現在団体傷害保険にご加入中の事業所（企業）で、同一口座からの振替を希望される場合はご提出不要です。

（２）＜預金口座振替依頼書＞は、「加入申込票」と合わせてご提出ください。

特定精神障害を原因として発病した病気に対しても保険金をお支払いします。

病気・ケガとも『日帰り入院』から補償します。
団体割引２０％が適用されており、個人で加入されるよりも割安です。
医師による診査はなく、簡単な健康状態告知によりご加入いただけます。

※補償内容および保険⾦をお⽀払いできない主な場合については、「お⽀払いする保険⾦のご説明」をご確認ください。

補償内容および保険料

入院補償（病気・ケガ）

病気・ケガの治療のため入院をした場合、入院を開始し
たその日から（日帰り入院も対象となります）お支払い
します｡（支払限度日数 病気・ケガ180日）
※「日帰り入院」とは治療のために入院し、入院日と同

じ日に退院した場合で、入院基本料の支払の有無など
で判断します。

病気やケガで所定の手術を受けた場合、入院中か入院中以外か
により入院保険金日額の１０倍または５倍をお支払いします。
また、放射線治療（病気のみ）を受けた場合は、疾病入院保険
金日額の１０倍をお支払いします。

手術（病気・ケガ）・放射線治療（病気のみ）補償

●日帰り手術も対象となります。
●⽀払回数制限はありませんので、何度で
もお⽀払いします。

※手術・放射線治療を複数回受けた場合等
については、お⽀払いの限度があります。

仕事中のケガ 旅⾏中のケガ病気による入院

2021年1月1日

現在の満年令

15才～19才 550 円 330 円

20才～24才 620 円 370 円

25才～29才 780 円 470 円

30才～34才 910 円 540 円

35才～39才 940 円 560 円

40才～44才 940 円 560 円

45才～49才 1,100 円 660 円

50才～54才 1,450 円 870 円

55才～59才 1,930 円 1,160 円

60才～64才 2,720 円 1,630 円

月払保険料

ＹＤタイプＸＤタイプ

医療補償のおすすめ
＜団体総合生活補償保険 傷害補償（MS&AD型）特約・疾病補償特約セット＞

特 長

ＸＤタイプ ＹＤタイプ

手術保険金額（病気・ケガ） 入院中：５万円 入院中：３万円

入院中以外：２.５万円 入院中以外：１.５万円
疾病放射線治療保険金額

入院保険金日額（病気・ケガ）

５万円 ３万円

５，０００円 ３，０００円

入院中：入院保険金日額の１０倍

入院中以外：入院保険金日額の５倍

疾病入院保険金日額の１０倍

加入セット名
補償内容

全溶連
福祉共済制度
医療補償

新型コロナウイルス
感染症も

補償されます︕

◆満65才以上の方の保険料については、取扱代理店にお問合わせく
ださい。

※保険料は男女共通です。
※記載の保険料は団体割引２０％を適用しています。
※商品改定に伴い、保険料・補償内容等が変更されています。

（疾病入院保険金支払対象期間365日・疾病入院保険金支払限度日数180日・免責期間0日、傷害入院保険金支払対象期間365日・傷害入院保険金支払限度日数180日・免
責期間0日）、特定精神障害補償特約（自動セット）

※ご加入内容の変更または継続しない旨のお申し出のない限り、ご継続時

満79才まで保険契約の満了する日と同一内容で継続加入のお取扱いを

いたします。この場合、継続後の保険料は継続日現在の被保険者の年

令および保険料率によって計算されます。

（ご注意）保険金請求事故が多発した場合などについて、ご継続を中止

させていただくことがあります。

※ 健康状態告知書質問事項の回答内容や加入申込票記載事項（年令・他

保険加入状況・保険金請求歴等）等により、ご契約のお引受けをお断り

したり、引受条件を制限させていただくことがありますので、あらかじめご

了承ください。

◆保険料は、加入される方各々の2021年1月1日現在の満年令に応じて表のとおりとなります。（保険期間：1年）

■補償の対象となれる方（被保険者）の範囲
全溶連の会員および会員事業所の役員・従業員（本人）で、
2021年1月1日現在、満65才までの方。
（継続加入の場合は満79才まで）

＜預⾦⼝座振替依頼書＞の提出について
（１）医療補償（団体総合生活補償保険）加入用として別途、＜預金口座振替依頼書＞のご提出をお願いいたします。

ご記入にあたっては、＜預金口座振替依頼書＞の表紙裏面にある「記入例」をご参照ください。
※現在団体傷害保険にご加入中の事業所（企業）で、同一口座からの振替を希望される場合はご提出不要です。

（２）＜預金口座振替依頼書＞は、「加入申込票」と合わせてご提出ください。

特定精神障害を原因として発病した病気に対しても保険金をお支払いします。

病気・ケガとも『日帰り入院』から補償します。
団体割引２０％が適用されており、個人で加入されるよりも割安です。
医師による診査はなく、簡単な健康状態告知によりご加入いただけます。

※補償内容および保険⾦をお⽀払いできない主な場合については、「お⽀払いする保険⾦のご説明」をご確認ください。

補償内容および保険料

入院補償（病気・ケガ）

病気・ケガの治療のため入院をした場合、入院を開始し
たその日から（日帰り入院も対象となります）お支払い
します｡（支払限度日数 病気・ケガ180日）
※「日帰り入院」とは治療のために入院し、入院日と同

じ日に退院した場合で、入院基本料の支払の有無など
で判断します。

病気やケガで所定の手術を受けた場合、入院中か入院中以外か
により入院保険金日額の１０倍または５倍をお支払いします。
また、放射線治療（病気のみ）を受けた場合は、疾病入院保険
金日額の１０倍をお支払いします。

手術（病気・ケガ）・放射線治療（病気のみ）補償

●日帰り手術も対象となります。
●⽀払回数制限はありませんので、何度で
もお⽀払いします。

※手術・放射線治療を複数回受けた場合等
については、お⽀払いの限度があります。

仕事中のケガ 旅⾏中のケガ病気による入院

2021年1月1日

現在の満年令

15才～19才 550 円 330 円

20才～24才 620 円 370 円

25才～29才 780 円 470 円

30才～34才 910 円 540 円

35才～39才 940 円 560 円

40才～44才 940 円 560 円

45才～49才 1,100 円 660 円

50才～54才 1,450 円 870 円

55才～59才 1,930 円 1,160 円

60才～64才 2,720 円 1,630 円

月払保険料

ＹＤタイプＸＤタイプ

医療補償のおすすめ
＜団体総合生活補償保険 傷害補償（MS&AD型）特約・疾病補償特約セット＞

特 長

ＸＤタイプ ＹＤタイプ

手術保険金額（病気・ケガ） 入院中：５万円 入院中：３万円

入院中以外：２.５万円 入院中以外：１.５万円
疾病放射線治療保険金額

入院保険金日額（病気・ケガ）

５万円 ３万円

５，０００円 ３，０００円

入院中：入院保険金日額の１０倍

入院中以外：入院保険金日額の５倍

疾病入院保険金日額の１０倍

加入セット名
補償内容

全溶連
福祉共済制度
医療補償

新型コロナウイルス
感染症も

補償されます︕

医

療

補

償
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◆満65才以上の方の保険料については、取扱代理店にお問合わせく
ださい。

※保険料は男女共通です。
※記載の保険料は団体割引２０％を適用しています。
※商品改定に伴い、保険料・補償内容等が変更されています。

（疾病入院保険金支払対象期間365日・疾病入院保険金支払限度日数180日・免責期間0日、傷害入院保険金支払対象期間365日・傷害入院保険金支払限度日数180日・免
責期間0日）、特定精神障害補償特約（自動セット）

※ご加入内容の変更または継続しない旨のお申し出のない限り、ご継続時

満79才まで保険契約の満了する日と同一内容で継続加入のお取扱いを

いたします。この場合、継続後の保険料は継続日現在の被保険者の年

令および保険料率によって計算されます。

（ご注意）保険金請求事故が多発した場合などについて、ご継続を中止

させていただくことがあります。

※ 健康状態告知書質問事項の回答内容や加入申込票記載事項（年令・他

保険加入状況・保険金請求歴等）等により、ご契約のお引受けをお断り

したり、引受条件を制限させていただくことがありますので、あらかじめご

了承ください。

◆保険料は、加入される方各々の2021年1月1日現在の満年令に応じて表のとおりとなります。（保険期間：1年）

■補償の対象となれる方（被保険者）の範囲
全溶連の会員および会員事業所の役員・従業員（本人）で、
2021年1月1日現在、満65才までの方。
（継続加入の場合は満79才まで）

＜預⾦⼝座振替依頼書＞の提出について
（１）医療補償（団体総合生活補償保険）加入用として別途、＜預金口座振替依頼書＞のご提出をお願いいたします。

ご記入にあたっては、＜預金口座振替依頼書＞の表紙裏面にある「記入例」をご参照ください。
※現在団体傷害保険にご加入中の事業所（企業）で、同一口座からの振替を希望される場合はご提出不要です。

（２）＜預金口座振替依頼書＞は、「加入申込票」と合わせてご提出ください。

特定精神障害を原因として発病した病気に対しても保険金をお支払いします。

病気・ケガとも『日帰り入院』から補償します。
団体割引２０％が適用されており、個人で加入されるよりも割安です。
医師による診査はなく、簡単な健康状態告知によりご加入いただけます。

※補償内容および保険⾦をお⽀払いできない主な場合については、「お⽀払いする保険⾦のご説明」をご確認ください。

補償内容および保険料

入院補償（病気・ケガ）

病気・ケガの治療のため入院をした場合、入院を開始し
たその日から（日帰り入院も対象となります）お支払い
します｡（支払限度日数 病気・ケガ180日）
※「日帰り入院」とは治療のために入院し、入院日と同

じ日に退院した場合で、入院基本料の支払の有無など
で判断します。

病気やケガで所定の手術を受けた場合、入院中か入院中以外か
により入院保険金日額の１０倍または５倍をお支払いします。
また、放射線治療（病気のみ）を受けた場合は、疾病入院保険
金日額の１０倍をお支払いします。

手術（病気・ケガ）・放射線治療（病気のみ）補償

●日帰り手術も対象となります。
●⽀払回数制限はありませんので、何度で
もお⽀払いします。

※手術・放射線治療を複数回受けた場合等
については、お⽀払いの限度があります。

仕事中のケガ 旅⾏中のケガ病気による入院

2021年1月1日

現在の満年令

15才～19才 550 円 330 円

20才～24才 620 円 370 円

25才～29才 780 円 470 円

30才～34才 910 円 540 円

35才～39才 940 円 560 円

40才～44才 940 円 560 円

45才～49才 1,100 円 660 円

50才～54才 1,450 円 870 円

55才～59才 1,930 円 1,160 円

60才～64才 2,720 円 1,630 円

月払保険料

ＹＤタイプＸＤタイプ

医療補償のおすすめ
＜団体総合生活補償保険 傷害補償（MS&AD型）特約・疾病補償特約セット＞

特 長

ＸＤタイプ ＹＤタイプ

手術保険金額（病気・ケガ） 入院中：５万円 入院中：３万円

入院中以外：２.５万円 入院中以外：１.５万円
疾病放射線治療保険金額

入院保険金日額（病気・ケガ）

５万円 ３万円

５，０００円 ３，０００円

入院中：入院保険金日額の１０倍

入院中以外：入院保険金日額の５倍

疾病入院保険金日額の１０倍

加入セット名
補償内容

全溶連
福祉共済制度
医療補償

新型コロナウイルス
感染症も

補償されます︕

◆満65才以上の方の保険料については、取扱代理店にお問合わせく
ださい。

※保険料は男女共通です。
※記載の保険料は団体割引２０％を適用しています。
※商品改定に伴い、保険料・補償内容等が変更されています。

（疾病入院保険金支払対象期間365日・疾病入院保険金支払限度日数180日・免責期間0日、傷害入院保険金支払対象期間365日・傷害入院保険金支払限度日数180日・免
責期間0日）、特定精神障害補償特約（自動セット）

※ご加入内容の変更または継続しない旨のお申し出のない限り、ご継続時

満79才まで保険契約の満了する日と同一内容で継続加入のお取扱いを

いたします。この場合、継続後の保険料は継続日現在の被保険者の年

令および保険料率によって計算されます。

（ご注意）保険金請求事故が多発した場合などについて、ご継続を中止

させていただくことがあります。

※ 健康状態告知書質問事項の回答内容や加入申込票記載事項（年令・他

保険加入状況・保険金請求歴等）等により、ご契約のお引受けをお断り

したり、引受条件を制限させていただくことがありますので、あらかじめご

了承ください。

◆保険料は、加入される方各々の2021年1月1日現在の満年令に応じて表のとおりとなります。（保険期間：1年）

■補償の対象となれる方（被保険者）の範囲
全溶連の会員および会員事業所の役員・従業員（本人）で、
2021年1月1日現在、満65才までの方。
（継続加入の場合は満79才まで）

＜預⾦⼝座振替依頼書＞の提出について
（１）医療補償（団体総合生活補償保険）加入用として別途、＜預金口座振替依頼書＞のご提出をお願いいたします。

ご記入にあたっては、＜預金口座振替依頼書＞の表紙裏面にある「記入例」をご参照ください。
※現在団体傷害保険にご加入中の事業所（企業）で、同一口座からの振替を希望される場合はご提出不要です。

（２）＜預金口座振替依頼書＞は、「加入申込票」と合わせてご提出ください。

特定精神障害を原因として発病した病気に対しても保険金をお支払いします。

病気・ケガとも『日帰り入院』から補償します。
団体割引２０％が適用されており、個人で加入されるよりも割安です。
医師による診査はなく、簡単な健康状態告知によりご加入いただけます。

※補償内容および保険⾦をお⽀払いできない主な場合については、「お⽀払いする保険⾦のご説明」をご確認ください。

補償内容および保険料

入院補償（病気・ケガ）

病気・ケガの治療のため入院をした場合、入院を開始し
たその日から（日帰り入院も対象となります）お支払い
します｡（支払限度日数 病気・ケガ180日）
※「日帰り入院」とは治療のために入院し、入院日と同

じ日に退院した場合で、入院基本料の支払の有無など
で判断します。

病気やケガで所定の手術を受けた場合、入院中か入院中以外か
により入院保険金日額の１０倍または５倍をお支払いします。
また、放射線治療（病気のみ）を受けた場合は、疾病入院保険
金日額の１０倍をお支払いします。

手術（病気・ケガ）・放射線治療（病気のみ）補償

●日帰り手術も対象となります。
●⽀払回数制限はありませんので、何度で
もお⽀払いします。

※手術・放射線治療を複数回受けた場合等
については、お⽀払いの限度があります。

仕事中のケガ 旅⾏中のケガ病気による入院

2021年1月1日

現在の満年令

15才～19才 550 円 330 円

20才～24才 620 円 370 円

25才～29才 780 円 470 円

30才～34才 910 円 540 円

35才～39才 940 円 560 円

40才～44才 940 円 560 円

45才～49才 1,100 円 660 円

50才～54才 1,450 円 870 円

55才～59才 1,930 円 1,160 円

60才～64才 2,720 円 1,630 円

月払保険料

ＹＤタイプＸＤタイプ

医療補償のおすすめ
＜団体総合生活補償保険 傷害補償（MS&AD型）特約・疾病補償特約セット＞

特 長

ＸＤタイプ ＹＤタイプ

手術保険金額（病気・ケガ） 入院中：５万円 入院中：３万円

入院中以外：２.５万円 入院中以外：１.５万円
疾病放射線治療保険金額

入院保険金日額（病気・ケガ）

５万円 ３万円

５，０００円 ３，０００円

入院中：入院保険金日額の１０倍

入院中以外：入院保険金日額の５倍

疾病入院保険金日額の１０倍

加入セット名
補償内容

全溶連
福祉共済制度
医療補償

新型コロナウイルス
感染症も

補償されます︕

 

傷害補償 

お支払いする保険金のご説明【団体総合生活補償保険】＜MS&AD型＞ 

団体総合生活補償保険の普通保険約款、主な特約の補償内容および保険金をお支払いできない主な場合をご説明します。詳しくは、ご契約のしおり

（普通保険約款・特約）をご参照ください。 

ケガに関する補償 

■被保険者の範囲 
ケガに関する補償の被保険者は、保険証券記載の被保険者をいいます。 

■傷害補償(MS&AD型)特約の補償内容 
１．被保険者が急激かつ偶然な外来の事故によって被った傷害（｢ケガ｣といいます）に対して保険金をお支払いします。 

※ ケガには、身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、吸収または摂取した場合に急激に発生する中毒症状を含みます。 

（注）「就業中のみの傷害危険補償(事業主・役員・従業員)特約」がセットされた場合、職業または職務従事中（通勤途上を含みます）に被ったケ

ガに限り、保険金をお支払いします。 

２．傷害補償(MS&AD型)特約の補償内容は次のとおりです。 

（注）既に存在していた身体の障害または病気の影響などによりケガ等の程度が大きくなった場合は、その影響がなかった場合に相当する金額をお

支払いします。 

（注）「保険金をお支払いする場合」において、治療とは医師が必要であると認め、医師が行う治療をいいます。 
（注）「保険金をお支払いできない主な場合」において、「自動車等」とは、自動車または原動機付自転車をいいます。 

保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

傷 害 死 亡 

保 険 金 

 
 

事故によるケガのため、事故

の発生の日からその日を含め

て180日以内に死亡した場合 

傷害死亡・後遺障害保険金額の全額  

※ 保険期間中に、既にお支払いした傷害後

遺障害保険金がある場合、傷害死亡・後

遺障害保険金額からその額を差し引いて

お支払いします。 

※ 『特定感染症危険「後遺障害保険金、入

院保険金および通院保険金」補償特約』

がセットされた場合、傷害死亡・後遺障

害保険金額からお支払いした特定感染症

に関する後遺障害保険金の額を差し引い

た額が限度となります。 

 (1)次のいずれかによるケガについては、保険金をお
支払いできません。 

①保険契約者、被保険者または保険金受取人の故意
または重大な過失 

②被保険者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為 
③被保険者が次のいずれかに該当する間に発生した

事故 
ア．法令に定められた運転資格を持たないで自動

車等を運転している間 
イ．道路交通法第65条第１項に定める酒気を帯び

た状態で自動車等を運転している間 
ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等

の影響により正常な運転ができないおそれがあ
る状態で自動車等を運転している間 

④被保険者の脳疾患、病気または心神喪失 
⑤被保険者の妊娠、出産、早産または流産 
⑥保険金をお支払いすべきケガの治療以外の被保険

者に対する外科的手術その他の医療処置 
⑦被保険者に対する刑の執行 
⑧戦争、外国の武力行使、革命、内乱等の事変また

は暴動※1 
⑨地震もしくは噴火またはこれらによる津波※2 
⑩核燃料物質などの放射性・爆発性・有害な特性に

よる事故 
⑪上記⑩以外の放射線照射または放射能汚染 など 

(2)次のいずれかの場合についても保険金をお支払い
できません。 

①むちうち症・腰痛等で医学的他覚所見のないもの
※3 

②細菌性食中毒・ウイルス性食中毒 
※1 テロ行為によって発生したケガに関しては自動

セットの特約により保険金お支払いの対象とな
ります。 

※2 「天災危険補償特約」がセットされた場合、保
険金お支払いの対象となります。 

※3 被保険者が自覚症状を訴えている場合であって
も、脳波所見、理学的検査、神経学的検査、臨
床検査、画像検査、眼科・耳鼻科検査等により
その根拠を客観的に証明することができないも
のをいいます。 

(3)次のいずれかによって発生したケガについては、
保険金をお支払いできません。 
①被保険者がテストライダー、オートバイ競争選

手、自動車競争選手、自転車競争選手、プロボ
クサー、プロレスラー等やその他これらと同程
度またはそれ以上の危険を有する職業に従事
している間の事故 

②被保険者が次のいずれかに該当する間の事故 
ア．乗用具(＊1)を用いて競技等(＊2)をしてい
る間（ウ．に該当しない「自動車等を用いて
道路上で競技等(＊2)をしている間」を除き
ます） 

イ．乗用具(＊1)を用いて競技等(＊2)を行うこ
とを目的とする場所において、競技等(＊2)

に準ずる方法・態様により、乗用具(＊1)を
使用している間（ウ．に該当しない「道路上

傷 害 

後 遺 障 害 

保 険 金 
 

事故によるケガのため、事故
の発生の日からその日を含め
て180日以内に約款所定の後
遺障害が発生した場合 
 
※ 事故の発生の日からその

日を含めて180日を超えて
治療中である場合は、181
日目における医師の診断
に基づき後遺障害の程度
を認定します。 

傷害死亡・後遺

障害保険金額
 × 

約款所定の

保険金支払割合

(４％～100％)
 

※ 保険期間を通じ、合算して傷害死亡・後
遺障害保険金額が限度となります。 

※ 『特定感染症危険「後遺障害保険金、入
院保険金および通院保険金」補償特約』
がセットされた場合、傷害死亡・後遺障
害保険金額からお支払いした特定感染症
に関する後遺障害保険金の額を差し引い
た額が限度となります。 

傷 害 入 院 
保 険 金 

事故によるケガの治療のた
め、入院し、その入院が傷害
入院保険金の免責期間※を超
えて継続した場合 
 
※ 事故の発生の日からその

日を含めて保険証券記載
の免責期間が満了するま
での期間をいいます。 

傷害入院保険金日額  × 入院日数  

※ 傷害入院保険金の免責期間が満了した日
の翌日からその日を含めて傷害入院保険
金の支払対象期間内の入院を対象とし、
１事故につき、保険証券記載の傷害入院
保険金の支払限度日数が限度となりま
す。 

 

傷 害 手 術 
保 険 金 
 

事故によるケガの治療のた
め、事故の発生の日からその
日を含めて傷害手術保険金支
払対象期間内に手術を受けた
場合 
 
※ 手術とは、次の診療行為を

いいます。 
①公的医療保険制度におい

て手術料の対象となる診
療行為。ただし、次の診
療行為は保険金お支払い
の対象になりません。 
・ 創傷処理 
・ 皮膚切開術 
・ デブリードマン 
・ 骨または関節の非観血

的または徒手的な整復
術、整復固定術および
授動術 

・ 抜歯手術 
・ 歯科診療固有の診療行

１回の手術について次の額をお支払いしま
す。 
①入院中に受けた手術 

傷害入院保険金日額  × 10  

②上記①以外の手術 

傷害入院保険金日額  × ５  

※ 入院中とは、手術を受けたケガの治療の
ために入院している間をいいます。 

※ 手術を複数回受けた場合のお支払いの限
度は以下のとおりとなります。 
・ 保険金お支払いの対象となる手術を同

一の日に複数回受けた場合は、１回の
手術に対してのみ保険金をお支払いし
ます。なお、同一の日に上記①と②の
両方に該当する手術を受けた場合は、
上記①の手術を１回受けたものとしま
す。 

・ １回の手術を２日以上にわたって受け
た場合または手術料が１日につき算定

傷害補償 

傷害補償 

傷害補償 

医療補償 

医療補償 

傷

害

補

償

医

療

補

償

－ 10 －



 

保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

為 
②先進医療(＊1)に該当す

る診療行為(＊2) 
(＊1) 手術を受けた時点にお

いて、厚生労働大臣が

定める先進的な医療技

術をいいます。また、

先進医療ごとに定める

施設基準に適合する病

院等において行われる

ものに限りますので、

対象となる手術、医療

機関および適応症は限

定されます。 

(＊2) 治療を直接の目的とし

て、メス等の器具を用

いて患部または必要部

位に切除、摘出等の処

置を施すものに限りま

す（診断、検査等を直

接の目的とした診療行

為および注射、点滴、

薬剤投与(全身・局所)、

放射線照射、温熱療法

による診療行為を除き

ます）。 

される手術を複数回受けた場合は、そ
の手術の開始日についてのみ手術を受
けたものとします。 

・ 一連の治療過程で複数回実施しても手
術料が１回のみ算定される区分番号の
手術について、その区分番号の手術を
複数回受けた場合は、２回目以降の手
術が保険金をお支払いする同じ区分番
号の手術を受けた日からその日を含め
て14日以内に受けたものであるとき
は、保険金をお支払いしません（欄外
のお支払例をご参照ください）。 

 

で競技等(＊2)に準ずる方法・態様により、
自動車等を使用している間」を除きます） 

ウ．法令による許可を受けて、一般の通行を制
限し、道路を占有した状態で、自動車等を用
いて競技等(＊2)をしている間または競技等
(＊2)に準ずる方法・態様により自動車等を
使用している間 

③被保険者が山岳登はん（ピッケル、アイゼン、
ザイル、ハンマー等の登山用具を使用するも
の、ロッククライミング（フリークライミング
を含みます）をいい、登る壁の高さが５ｍ以下
のボルダリングは含みません）、職務以外での
航空機操縦、スカイダイビング、ハンググライ
ダー搭乗等の危険な運動を行っている間の事
故 

など 
(＊1) 乗用具とは、自動車等またはモーターボート等を

いいます。 

(＊2) 競技等とは、競技、競争、興行（これらのための

練習を含みます）または試運転（性能試験を目的

とする運転または操縦）をいいます。 
 

傷 害 通 院 
保 険 金 

事故によるケガの治療のた
め、事故の発生の日からその
日を含めて保険証券記載の傷
害通院保険金の免責期間が満
了した日の翌日以降に、通院
した場合 
 
※ 通院とは、病院・診療所に

通い、または往診・訪問診
療により、治療を受けるこ
とをいい、オンライン診療
による診察を含みます。な
お、同月に複数回のオンラ
イン診療を受けた場合で、
公的医療保険制度におい
てオンライン診療料を１
回算定された場合は、最初
の１回のみ通院したもの
とみなします。 

※ 治療を伴わない、薬剤、診
断書、医療器具等の受領等
のためのものは、通院に含
みません。 

傷害通院保険金日額  × 通院日数  

 
※ 傷害通院保険金の免責期間の満了日の翌

日からその日を含めて傷害通院保険金の
支払対象期間内の通院を対象とし、１事
故につき、保険証券記載の傷害通院保険
金の支払限度日数が限度となります。 

※ 通院しない場合においても、約款所定の
部位のケガによりその部位を固定するた
めに、医師の指示によりギプス等を常時
装着した期間は、通院日数に含めてお支
払いします。 

 

支払対象期間：傷害入院保険金、傷害通院保険金をお支払いする対象の期間として保険証券記載の期間をいい、この期間内の入院、通院についてのみ保険金をお支払い

します。 

手術保険金支払対象期間：事故の発生の日からその日を含めて「傷害入院保険金の免責期間と支払対象期間の合計日数」に達するまでの期間をいいます。 

〔手術保険金お支払例〕 

超音波骨折治療法を３回受けた場合 

 ○手術 
▼  

×手術 
▼  

○手術 
▼ 

・ 10月10日の手術は、10月１日の手術から14日以内のため、保険金をお支払いしません。 

・ 10月25日の手術は、10月１日の手術から14日経過後のため、保険金をお支払いします。  10月１日  10月10日  10月25日 
       

■傷害補償(MS&AD型)特約の補償条件に関する主な特約 
傷害補償(MS&AD型)特約の補償条件を拡大または制限する特約のうち主なものは下記のとおりです。 

特約名 概要 

 

熱中症危険補償特約 

被保険者が急激かつ外来による日射または熱射によってその身体に障害を被った場合

についても、傷害後遺障害保険金、傷害入院保険金、傷害手術保険金または傷害通院

保険金をお支払いする特約です。 

※ 被保険者の死亡については対象外となります。 

■その他の傷害危険に関する特約の補償内容 
被保険者が被ったケガ（＊）などに対して保険金をお支払いします。 

（＊）傷害補償（MS&AD型）特約で保険金をお支払いするケガをいいます。 

（注）「就業中のみの傷害危険補償（事業主・役員・従業員）特約」がセットされた場合、職業または職務従事中（通勤途上を含みます）に被ったケ

ガに限り、保険金をお支払いします。ただし、『特定感染症危険「後遺障害保険金、入院保険金および通院保険金」補償特約』については、「就

業中のみの傷害危険補償（事業主・役員・従業員）特約」と同時セットの場合においても、職業または職務従事中（通勤途上を含みます）に

限らず、お支払いの対象となります。 

（注）既に存在していた身体の障害または病気の影響などによりケガ等の程度が大きくなった場合は、その影響がなかった場合に相当する金額をお

支払いします。 

（注）「保険金をお支払いする場合」において、治療とは医師が必要であると認め、医師が行う治療をいいます。 

傷害補償 
CA・DA・EA 

傷害補償 

傷

害
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償
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償
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特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

特定感染症 

危険「後遺 

障害保険金、 

入院保険金

および通院

保 険 金 」 

補 償 特 約 
 

※「指定感染

症追加補償

特約」が自

動セットさ

れます。 

 

※特定感染症

は欄外をご

参照くださ

い。 

 

後 遺 障 害

保 険 金 

特定感染症の発病により、発病の日

からその日を含めて180日以内に傷

害補償(MS&AD型)特約所定の後遺障

害が発生した場合 

 

※ 発病の日からその日を含めて

180日を超えても治療中である

場合は、181日目における医師の

診断に基づき後遺障害の程度を

認定します。 

傷害死亡・

後遺障害

保険金額
 × 

約款所定の

保険金支払割合

(４％～100％)
 

※ 傷害後遺障害保険金または後遺障

害保険金をお支払いしている場

合、傷害死亡・後遺障害保険金額

からその額を差し引いた額が限度

となります。 

 

(1)次のいずれかにより発病した特定

感染症の発病に対しては、保険金

をお支払いできません。 

①保険契約者、被保険者または保険

金受取人の故意または重大な過失 

②被保険者の闘争行為、自殺行為ま

たは犯罪行為 

③被保険者に対する刑の執行 

④戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※ 

⑤地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

⑥核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑦上記⑥以外の放射線照射または放

射能汚染 

⑧傷害補償(MS&AD型)特約により保

険金をお支払いするケガ 

(2)保険責任開始日からその日を含め

て10日以内に発病した特定感染症

（継続契約を含みません）に対し

ては、保険金をお支払いできませ

ん。 

など 

※ テロ行為によって発生したもの

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

入 院 

保 険 金 

特定感染症の発病により、入院し、

その入院が傷害入院保険金の免責

期間※を超えて継続した場合 

 

※ 発病の日からその日を含めて保

険証券記載の免責期間が満了す

るまでの期間をいいます。 

傷害入院

保険金日額
 × 入院日数  

※ 傷害入院保険金の免責期間が満了

した日の翌日からその日を含めて

傷害入院保険金の支払対象期間内

の入院を対象とし、１回の特定感

染症の発病につき、保険証券記載

の傷害入院保険金の支払限度日数

が限度となります。 

通 院 

保 険 金 

特定感染症の発病により、発病の日

からその日を含めて保険証券記載

の傷害通院保険金の免責期間が満

了した日の翌日以降に、通院した場

合 

 

※ 通院とは、病院・診療所に通い、

または往診・訪問診療により、

治療を受けることをいい、オン

ライン診療による診察を含みま

す。なお、同月に複数回のオン

ライン診療を受けた場合で、公

的医療保険制度においてオンラ

イン診療料を１回算定された場

合は、最初の１回のみ通院した

ものとみなします。 
※ 治療を伴わない、薬剤、診断書、

医療器具等の受領等のためのも

のは、通院に含みません。 

傷害通院

保険金日額
 × 通院日数  

※ 傷害通院保険金の免責期間が満了

した日の翌日からその日を含めて

傷害通院保険金の支払対象期間内

の通院を対象とし、１回の特定感

染症の発病につき、保険証券記載

の傷害通院保険金の支払限度日数

が限度となります。 

 

特定感染症：「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」で定められている一類感染症から三類感染症まで、および指定感染症をいいます。 

ただし、指定感染症については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」の規定に基づき一類感染症、二類感染症または三類感染症

に適用される規定と同程度の規定を準用することが政令で定められている場合に限ります。 

2020年５月現在では、エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう(天然痘)、南米出血熱、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱、急性灰白髄炎(ポリ

オ)、結核、ジフテリア、重症急性呼吸器症候群(SARS)、中東呼吸器症候群(MERS)、鳥インフルエンザ(H5N1、H7N9)、コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大

腸菌感染症(O－157等)、腸チフス、パラチフス、新型コロナウイルス感染症をいいます。 

 

疾病に関する補償 

■疾病補償特約の補償内容 
１．被保険者が疾病（病気といいます）を発病し、その直接の結果として保険期間中に入院を開始した場合または手術や放射線治療を受けた場合

に保険金をお支払いします。 
※ 入院には美容整形、病気の治療処置を伴わない検査等のための入院を含みません。 

２．被保険者は保険証券に被保険者として記載された方となります。 
（注）「保険金をお支払いする場合」において、治療とは医師が必要であると認め、医師が行う治療をいいます。 

保険金 
の種類 

保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

疾 病 入 院
保 険 金 

発病した病気の治療を目的として入院し、そ
の入院が疾病入院保険金の免責期間※を超
えて継続した場合 
 
※ 入院を開始した日からその日を含めて保

険証券記載の免責期間が満了するまでの
期間をいいます。 

疾病入院保険金日額  × 入院日数  

※ 疾病入院保険金の免責期間が満了した日
の翌日からその日を含めて疾病入院保険
金の支払対象期間内の入院を対象とし、
１回の入院につき、保険証券記載の疾病
入院保険金の支払限度日数が限度となり
ます。 

※ 退院した日からその日を含めて180日以
内に再入院した場合は、前の入院とあわ
せて１回の入院となり、疾病入院保険金
の支払対象期間の起算日は最初の入院の
免責期間の満了日の翌日となります。 

(1)保険期間の開始時(継続契約の場合
は継続されてきた最初の保険期間
の開始時)より前に発病した病気に
ついては保険金をお支払いできま
せん。※1 

(2)次のいずれかにより発病した病気
に対しては保険金をお支払いでき
ません。 

①保険契約者、被保険者または保険金
受取人の故意または重大な過失 

②被保険者の闘争行為、自殺行為また
は犯罪行為 

③戦争、外国の武力行使、革命、内乱
等の事変または暴動※2 

④核燃料物質などの放射性・爆発性・
有害な特性による事故 

⑤上記④以外の放射線照射または放
射能汚染 

⑥治療を目的として医師が使用した

疾 病 手 術
保 険 金 
 
 

次のいずれかに該当した場合 
①疾病入院保険金をお支払いする場合に、被

保険者が疾病手術保険金支払対象期間内
に病院または診療所において、その病気の
治療を直接の目的として手術を受けたと
き 

１回の手術について次の額をお支払いしま
す。 
①入院中に受けた手術 

疾病入院保険金日額  × 10  

②上記①以外の手術 

傷害補償 

医療補償 

医療補償 
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保険金 
の種類 

保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

②上記①以外で、保険期間中に、被保険者が
病院または診療所において、発病した病気
の治療を直接の目的として手術を受けた
場合 

 
※ 手術とは、次の診療行為をいいます。 

①公的医療保険制度において手術料の対
象となる診療行為。ただし、次の診療行
為は保険金お支払いの対象になりませ
ん。 
・ 創傷処理 
・ 皮膚切開術 
・ デブリードマン 
・ 骨または関節の非観血的または徒手的

な整復術、整復固定術および授動術 
・ 抜歯手術または歯・歯肉の処理に伴う

手術その他歯科診療固有の診療行為 
・ 美容整形上の手術 
・ 病気を直接の原因としない不妊手術 
・ 診断、検査（生検、腹腔(くう)鏡検査等）

のための手術 
・ 吸引および穿刺などの処置 
・ 神経ブロック 
・ 抜釘術 
・ 屈折異常に対する手術 

②先進医療(*1)に該当する診療行為(*2) 
(*1) 手術を受けた時点において、厚生労働大臣

が定める先進的な医療技術をいいます。ま
た、先進医療ごとに定める施設基準に適合
する病院等において行われるものに限り
ますので、対象となる手術、医療機関およ
び適応症は限定されます。 

(*2) 治療を直接の目的として、メス等の器具を用
いて患部または必要部位に切除、摘出等の処
置を施すものに限ります（診断、検査等を直
接の目的とした診療行為および注射、点滴、
薬剤投与（全身・局所）、放射線照射、温熱
療法による診療行為を除きます）。 

疾病入院保険金日額  × ５  

※ 入院中とは、病気の治療のために入院し
ている間をいいます。 

※ 手術を複数回受けた場合のお支払いの限
度は以下のとおりとなります。 
・ 保険金お支払いの対象となる手術を同

一の日に複数回受けた場合は、１回の
手術に対してのみ保険金をお支払いし
ます。なお、同一の日に①と②の両方
に該当する手術を受けた場合は、①の
手術を１回受けたものとします。 

・ １回の手術を２日以上にわたって受け
た場合または手術料が１日につき算定
される手術を複数回受けた場合は、そ
の手術の開始日についてのみ手術を受
けたものとします。 

・ 一連の治療過程で複数回実施しても手
術料が１回のみ算定される区分番号の
手術について、その区分番号の手術を
複数回受けた場合は、２回目以降の手
術が保険金をお支払いする同じ区分番
号の手術を受けた日からその日を含め
て14日以内に受けたものであるとき
は、保険金をお支払いしません（＊）。 
(＊) 体外衝撃波胆石破砕術の例 

○手術 

▼  

×手術 

▼  

○手術 

▼ 

10月１日  10月10日  10月25日 
・ 10月10日の手術は、10月１日の手術

から14日以内のため、保険金をお支払
いしません。 

・ 10月25日の手術は、10月１日の手術
から14日経過後のため、保険金をお支
払いします。 

場合以外における被保険者の麻薬、
大麻、あへん、覚せい剤、シンナー
等の使用 

(3)むちうち症・腰痛等で医学的他覚所
見のないもの※3に対しては保険金
をお支払いできません。 

(4)次のいずれかによる病気に対して
は保険金をお支払いできません。 

①被保険者が被った精神障害を原因
として発病した病気※4 

②被保険者の妊娠または出産。ただ
し、異常妊娠、異常分娩または産じ
ょく期の異常を含みません。 

(5)特定疾病補償対象外の条件でのお
引受けとなった場合、｢特定疾病等
対象外特約」がセットされます。こ
の場合、保険証券記載の病気に対し
ては保険金をお支払いできません。 

など 
※1 継続契約においては、発病した時

が、その病気による入院を開始し
た日から保険契約の継続する期
間を遡及して365日以前である場
合は、その病気は、保険期間の開
始時以降に発病したものとして
保険金お支払いの対象となりま
す。 

※2 テロ行為によって発生した病気
に関しては自動セットの特約に
より保険金お支払いの対象とな
ります。 

※3 被保険者が自覚症状を訴えてい
る場合であっても、脳波所見、理
学的検査、神経学的検査、臨床検
査、画像検査、眼科・耳鼻科検査
等によりその根拠を客観的に証
明することができないものをい
います。 

※4 自動セットされる「特定精神障害
補償特約」により、平成６年10
月12日総務庁告示第75号に定め
られた分類項目(*)中のＦ00から
Ｆ09までまたはＦ20からＦ99ま
でに該当する精神障害を原因と
して発病した病気に対しては、保
険金お支払いの対象となります。 

(*) 分類項目の内容については厚生労働

省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害

および死因統計分類提要 ICD‐

10(2003年度版)準拠」によります。 

疾 病 
放 射 線 
治 療 
保 険 金 
 
 

次のいずれかに該当した場合 
①疾病入院保険金をお支払いする場合に、被

保険者が疾病放射線治療保険金支払対象
期間内に病院または診療所において、その
病気の治療を直接の目的として放射線治
療を受けたとき 

②上記①以外で、保険期間中に、被保険者が
病院または診療所において、発病した病気
の治療を直接の目的として放射線治療を
受けた場合 

 
※ 放射線治療とは、次の診療行為をいいま

す。 
①公的医療保険制度において放射線治療

料の対象となる診療行為 
②先進医療(＊)に該当する放射線照射ま
たは温熱療法による診療行為 

(＊) 放射線治療を受けた時点において、厚生労
働大臣が定める先進的な医療技術をいい
ます。また、先進医療ごとに定める施設基
準に適合する病院等において行われるも
のに限りますので、対象となる手術、医療
機関および適応症は限定されます。 

１回の放射線治療について次の額をお支払
いします。 

疾病入院保険金日額  × 10  

※ 放射線治療を複数回受けた場合のお支払
いの限度は以下のとおりとなります。 
・ 保険金お支払いの対象となる放射線治

療を同一の日に複数回受けた場合、１
回の放射線治療に対してのみ保険金を
お支払いします。 

・ 保険金お支払いの対象となる放射線治
療を複数回受けた場合、２回目以降の
放射線治療が保険金をお支払いする放
射線治療を受けた日からその日を含め
て60日以内に受けたものであるとき
は、保険金をお支払いしません。 

支払対象期間：疾病入院保険金をお支払いする対象の期間として保険証券記載の期間をいい、この期間内の入院についてのみ保険金をお支払いします。 
疾病手術保険金支払対象期間：入院を開始した日からその日を含めて「疾病入院保険金の免責期間と支払対象期間の合計日数」に達するまでの期間をいいます。 
疾病放射線治療保険金支払対象期間：入院を開始した日からその日を含めて「疾病入院保険金の免責期間と支払対象期間の合計日数」に達するまでの期間をいいます。 

医療補償 

ご加入にあたっての注意事項 ＜傷害補償＞

■加入資格（補償の対象となれる方）
全溶連の会員（賛助会員を除きます。）および会員事業所の役員･従業員、事務局の職員で、2021年1月1日現在満65才までの方。継続の場
合は満79才まで。（団体定期保険に加入していることが前提です。）

■タイプ・口数の設定方法
事業所（企業）単位でＡＡ～ＣＡタイプ、またはＤＡ・ＥＡタイプを選択してください（1つの事業所で被保険者毎に複数のタイプを選択す
る事はできません）。口数は、団体定期保険の加入口数を限度として設定ください（最高10口まで）。１つの事業所で役職・階層などに
よって口数を設定することが出来ます。

■加入資格（補償の対象となれる方）
全溶連の会員（賛助会員を除きます。）および会員事業所の役員･従業員、事務局の職員で、2021年1月1日現在満65才までの方。継続の場
合は満79才まで。（団体定期保険に加入していることが前提です。）

■タイプ設定方法 ＸＤまたはＹＤタイプ、いずれかをお選びください（1つの事業所で被保険者毎に複数のタイプを選択することはできません）。
■保険金受取人 被保険者（補償の対象となる方）本人が受取人となります。

ご加入にあたっての注意事項 ＜医療補償＞

継続加入についての注意事項

団体定期保険の継続加入は70才６か月以下となりますので、70才６か月を超えた場合は、傷害補償・医療補償のみご継続いただけます。なお、
傷害補償、医療補償は満79才までご継続いただけます。

■申込方法
「加⼊申込票」と「預⾦⼝座振替依頼書」に必要事項を記⼊し、押印のうえ、各組合事務局または全溶連までご提出ください。
●更新の⼿続きについて
・「加⼊申込票」「預⾦⼝座振替依頼書」ともに、前年内容に変更がない場合のみ提出不要です。（⾃動更新）
・「加⼊申込票」記載内容に変更・訂正箇所がある場合は必ずご提出が必要となります。詳細は別紙をご参照ください。
※「加⼊申込票」記載内容は印刷⽇時点の内容ですので、現在の内容と異なっている場合があります。

●新規加⼊の場合
加⼊申込票に必要事項を記⼊し、押印のうえ、ご提出ください。

■保険期間（ご契約期間）
2021年１⽉１⽇午後４時〜2022年１⽉１⽇午後４時までの１年間
※中途加⼊の場合、毎⽉１０⽇までに加⼊申込票を提出したものは翌⽉の１⽇〜2022年１⽉１⽇となります。
■掛⾦の払込方法
毎⽉２７⽇（休⽇の場合は翌営業⽇）にご指定の預貯⾦⼝座から引き落としとなります。＜収納代⾏︓三菱UFJニコス㈱＞
①第１回目の掛⾦の⼝座振替が不能だった場合、本保険のお申し込みは無効となりますのでご注意ください。
②第２回目以降の掛⾦の⼝座振替が不能だった場合は翌⽉に再請求となり、その翌⽉分掛⾦と共に⼝座振替が⾏われます。
③上記②の集⾦が出来なかったときは、最初に振替不能となった⼝座振替⽇の属する⽉の１⽇にさかのぼって本保険は脱退となります。

お申込み方法

＜預⾦⼝座振替依頼書＞の提出について
損害保険加⼊⽤として別途、＜預⾦⼝座振替依頼書＞（収納代⾏︓三菱UFJニコス㈱・損害保険⽤）のご提出をお願いいたします。
ご記⼊にあたっては、＜預⾦⼝座振替依頼書＞の表紙裏⾯にある「記⼊例」をご参照ください。
※新規加⼊の事業所（企業）が対象です。継続加⼊の事業所（企業）で、現在既に⼝座振替が⾏われている場合は、提出不要です。

本保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申込みください。

【個人情報の取扱いについて】

本保険契約に関する個人情報は、引受保険会社が保険引受の審査、本保険契約の履行のために利用するほか、引受保険会社および

引受保険会社グループ（海外にあるものを含む）会社が他の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。また、上記の利用

目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先、一般

社団法人日本損害保険協会、他の損害保険会社、再保険会社等（いずれも海外にあるものを含む）に提供することがあります。

ただし、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）については、保険業法施行規則（第５３条の１０）により、利用目的が限定さ

れています。

詳細については、あいおいニッセイ同和損害保険（株）のホームページ（https://www.aioinissaydowa.co.jp/）をご覧ください。

■万一事故が起こった場合には、３０⽇以内に取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。ご連絡がない場合、それに
よって引受保険会社が被った損害の額を差し引いて保険⾦をお⽀払いすることがあります。

■他の保険契約等の有無については、危険に関する重要な事項の告知事項として加入申込票に記入していただきます。正しく記
入していただけなかった場合には、ご契約を解除することがありますのでご注意ください。

■この保険は一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会を保険契約者とし、会員企業を加入者とする団体総合生活補償保険の団
体契約です。

■団体総合生活補償保険のご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者（一般社団法人全国高圧ガス溶材組
合連合会）に交付されます。

引受保険会社からのお知らせ＜損害保険 傷害補償/医療補償 共通＞

※サービスをご利⽤いただける⽅は被保険者（補償の対象となる⽅）となります。
※保険⾦請求にかかわる事故等のご相談は対象となりません。また、緊急の場合やご相談内容によってはサービスをご利⽤できない場合が
あります。

※サービス内容によりご利⽤⽇・ご利⽤時間が異なります。
※サービスは、事前にお知らせすることなく変更・中止・終了することがあります。
※サービスは、あいおいニッセイ同和損保が委託している提携サービス会社がご提供します。
※上記はサービスの概要を記載したものです。サービス内容の詳細およびご利⽤⽅法については、ご加入後に交付される加入者証または
「団体総合生活補償保険サービスガイド」でご確認ください。

サービスのご案内

●「傷害補償」に加入された被保険者（補償の対象となる⽅）は、「生活安⼼サポート」をご利⽤いただけます
●「医療補償」に加入された被保険者（補償の対象となる⽅）は、「生活安⼼サポート」「医療カウンセリングサービス」「健康
安⼼サポート」をご利⽤いただけます

【生活安心サポート】
■健康・医療ご相談（健康・医療のご相談／病院情報のご提供／夜間休⽇医療機関情報のご提供）
■ホームヘルパーサポート（ホームヘルパー業者のご紹介）
■暮らしのトラブル（法律）・税務ご相談（法律のご相談／税務のご相談）
【医療カウンセリングサービス】
■セカンドオピニオンのご相談
■面談専門医のご紹介
■“がん”粒⼦線治療のご相談
【健康安心サポート】
■健康検診サービス（人間ドック施設のご紹介／PET検診施設のご紹介／在宅検診のご紹介）
■健康・医療ご相談（健康・医療のご相談／病院情報のご提供／夜間休⽇医療機関情報のご提供）
■介護安⼼サービス（介護安⼼相談／介護に関する業者・施設情報のご提供）／認知症TESTER（テスター）
■メンタルご相談（メンタルヘルスのご相談）
■暮らしのトラブル（法律）・税務ご相談（法律のご相談／税務のご相談）

【取扱代理店】 株式会社星和ビジネスリンク
（住所）〒108-0014 東京都港区芝4-1-23
（電話）0120-288-270 （平日9時～17時）

【引受保険会社】 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
広域法人開発部営業課
（住所）〒103-0027 東京都中央区日本橋3-5-19
（電話）03-6734-9608

傷害補償・医療補償についてのお問合わせ先

【団体お問合わせ先】 一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会 （電話）03-5296-0430
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本保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申込みください。

【個人情報の取扱いについて】

本保険契約に関する個人情報は、引受保険会社が保険引受の審査、本保険契約の履行のために利用するほか、引受保険会社および

引受保険会社グループ（海外にあるものを含む）会社が他の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。また、上記の利用

目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先、一般

社団法人日本損害保険協会、他の損害保険会社、再保険会社等（いずれも海外にあるものを含む）に提供することがあります。

ただし、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）については、保険業法施行規則（第５３条の１０）により、利用目的が限定さ

れています。

詳細については、あいおいニッセイ同和損害保険（株）のホームページ（https://www.aioinissaydowa.co.jp/）をご覧ください。

■万一事故が起こった場合には、３０⽇以内に取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。ご連絡がない場合、それに
よって引受保険会社が被った損害の額を差し引いて保険⾦をお⽀払いすることがあります。

■他の保険契約等の有無については、危険に関する重要な事項の告知事項として加入申込票に記入していただきます。正しく記
入していただけなかった場合には、ご契約を解除することがありますのでご注意ください。

■この保険は一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会を保険契約者とし、会員企業を加入者とする団体総合生活補償保険の団
体契約です。

■団体総合生活補償保険のご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者（一般社団法人全国高圧ガス溶材組
合連合会）に交付されます。

引受保険会社からのお知らせ＜損害保険 傷害補償/医療補償 共通＞

※サービスをご利⽤いただける⽅は被保険者（補償の対象となる⽅）となります。
※保険⾦請求にかかわる事故等のご相談は対象となりません。また、緊急の場合やご相談内容によってはサービスをご利⽤できない場合が
あります。

※サービス内容によりご利⽤⽇・ご利⽤時間が異なります。
※サービスは、事前にお知らせすることなく変更・中止・終了することがあります。
※サービスは、あいおいニッセイ同和損保が委託している提携サービス会社がご提供します。
※上記はサービスの概要を記載したものです。サービス内容の詳細およびご利⽤⽅法については、ご加入後に交付される加入者証または
「団体総合生活補償保険サービスガイド」でご確認ください。

サービスのご案内

●「傷害補償」に加入された被保険者（補償の対象となる⽅）は、「生活安⼼サポート」をご利⽤いただけます
●「医療補償」に加入された被保険者（補償の対象となる⽅）は、「生活安⼼サポート」「医療カウンセリングサービス」「健康
安⼼サポート」をご利⽤いただけます

【生活安心サポート】
■健康・医療ご相談（健康・医療のご相談／病院情報のご提供／夜間休⽇医療機関情報のご提供）
■ホームヘルパーサポート（ホームヘルパー業者のご紹介）
■暮らしのトラブル（法律）・税務ご相談（法律のご相談／税務のご相談）
【医療カウンセリングサービス】
■セカンドオピニオンのご相談
■面談専門医のご紹介
■“がん”粒⼦線治療のご相談
【健康安心サポート】
■健康検診サービス（人間ドック施設のご紹介／PET検診施設のご紹介／在宅検診のご紹介）
■健康・医療ご相談（健康・医療のご相談／病院情報のご提供／夜間休⽇医療機関情報のご提供）
■介護安⼼サービス（介護安⼼相談／介護に関する業者・施設情報のご提供）／認知症TESTER（テスター）
■メンタルご相談（メンタルヘルスのご相談）
■暮らしのトラブル（法律）・税務ご相談（法律のご相談／税務のご相談）

【取扱代理店】 株式会社星和ビジネスリンク
（住所）〒108-0014 東京都港区芝4-1-23
（電話）0120-288-270 （平日9時～17時）

【引受保険会社】 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
広域法人開発部営業課
（住所）〒103-0027 東京都中央区日本橋3-5-19
（電話）03-6734-9608

傷害補償・医療補償についてのお問合わせ先

【団体お問合わせ先】 一般社団法人全国高圧ガス溶材組合連合会 （電話）03-5296-0430
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ご加入にあたっての注意事項 ＜傷害補償＞

■加入資格（補償の対象となれる方）
全溶連の会員（賛助会員を除きます。）および会員事業所の役員･従業員、事務局の職員で、2021年1月1日現在満65才までの方。継続の場
合は満79才まで。（団体定期保険に加入していることが前提です。）

■タイプ・口数の設定方法
事業所（企業）単位でＡＡ～ＣＡタイプ、またはＤＡ・ＥＡタイプを選択してください（1つの事業所で被保険者毎に複数のタイプを選択す
る事はできません）。口数は、団体定期保険の加入口数を限度として設定ください（最高10口まで）。１つの事業所で役職・階層などに
よって口数を設定することが出来ます。

■加入資格（補償の対象となれる方）
全溶連の会員（賛助会員を除きます。）および会員事業所の役員･従業員、事務局の職員で、2021年1月1日現在満65才までの方。継続の場
合は満79才まで。（団体定期保険に加入していることが前提です。）

■タイプ設定方法 ＸＤまたはＹＤタイプ、いずれかをお選びください（1つの事業所で被保険者毎に複数のタイプを選択することはできません）。
■保険金受取人 被保険者（補償の対象となる方）本人が受取人となります。

ご加入にあたっての注意事項 ＜医療補償＞

継続加入についての注意事項

団体定期保険の継続加入は70才６か月以下となりますので、70才６か月を超えた場合は、傷害補償・医療補償のみご継続いただけます。なお、
傷害補償、医療補償は満79才までご継続いただけます。

■申込方法
「加⼊申込票」と「預⾦⼝座振替依頼書」に必要事項を記⼊し、押印のうえ、各組合事務局または全溶連までご提出ください。
●更新の⼿続きについて
・「加⼊申込票」「預⾦⼝座振替依頼書」ともに、前年内容に変更がない場合のみ提出不要です。（⾃動更新）
・「加⼊申込票」記載内容に変更・訂正箇所がある場合は必ずご提出が必要となります。詳細は別紙をご参照ください。
※「加⼊申込票」記載内容は印刷⽇時点の内容ですので、現在の内容と異なっている場合があります。

●新規加⼊の場合
加⼊申込票に必要事項を記⼊し、押印のうえ、ご提出ください。

■保険期間（ご契約期間）
2021年１⽉１⽇午後４時〜2022年１⽉１⽇午後４時までの１年間
※中途加⼊の場合、毎⽉１０⽇までに加⼊申込票を提出したものは翌⽉の１⽇〜2022年１⽉１⽇となります。
■掛⾦の払込方法
毎⽉２７⽇（休⽇の場合は翌営業⽇）にご指定の預貯⾦⼝座から引き落としとなります。＜収納代⾏︓三菱UFJニコス㈱＞
①第１回目の掛⾦の⼝座振替が不能だった場合、本保険のお申し込みは無効となりますのでご注意ください。
②第２回目以降の掛⾦の⼝座振替が不能だった場合は翌⽉に再請求となり、その翌⽉分掛⾦と共に⼝座振替が⾏われます。
③上記②の集⾦が出来なかったときは、最初に振替不能となった⼝座振替⽇の属する⽉の１⽇にさかのぼって本保険は脱退となります。

お申込み方法

＜預⾦⼝座振替依頼書＞の提出について
損害保険加⼊⽤として別途、＜預⾦⼝座振替依頼書＞（収納代⾏︓三菱UFJニコス㈱・損害保険⽤）のご提出をお願いいたします。
ご記⼊にあたっては、＜預⾦⼝座振替依頼書＞の表紙裏⾯にある「記⼊例」をご参照ください。
※新規加⼊の事業所（企業）が対象です。継続加⼊の事業所（企業）で、現在既に⼝座振替が⾏われている場合は、提出不要です。

R50 合計保険料（分割払の場合は１回分）

円
L92 初年度加入日

年 月 日

XJY 告知社内処理日

年 月 日

団体総合生活補償保険加入申込票 兼 被保険者明細書 兼 健康状態告知書（ＭＳ＆ＡＤ型・個賠型）
03 88 354 7○

994020AAA000

R146

【PDF】（31-152）（191001）保険会社用 傷害［４］

LF

部店課支社 代理店･扱者/仲立人 団体コード

代表証券番号

前契約代表証券番号

保 険 期 間

年 月 日から

098 加入者番号

令和
年 月 日まで令和

L05 加入者識別コード

保 険 契 約 者 （ 団 体 名 ）

センター送付

令
和
１
年
10
月
１
日
以
降
始
期
契
約
に
使
用

１

099 前契約加入者番号

必ずご記入

ください。

通 信 欄 加 入 者 特 記 事 項 カ ナ331
◆団体との関係 下記該当の数字
（いずれか１つ）をご記入ください。
団体の１：構成員

（子会社・関連会社の構成員、退職者を含む）
０：会員企業等の役員・従業員

上記「１」または「０」の
２：配偶者 ３：こども ４：両親
５： ６： ７：使用人兄弟姉妹 同居の親族

令和 Ｒ平成 Ｈ

令和 Ｒ平成 Ｈ昭和 Ｓ

申

込

人（

加

入

者）

年 月 日
012

011

〒

加入申込日
010

317 カナ
住
所

フルネームでご署名ください。

電話番号

漢字

307 カナ

氏
名

341

399

「ご加入内容確認事項」に
ついて確認するとともに、
個人情報の取扱いに同意の
うえ加入を申し込みます。

漢字

自 署

018 所属名 カナ 017 社員番号019 所属コード

郵便番号

980 生年月日

年 月 日

符号 被 保 険 者 ご 本 人（ 基 本 部 分 ） 加 入 セ ッ ト 選 択 欄 特定疾病等対象外欄

カナJ04

漢字

カナ

漢字

◆団体との関係L18

家族構成人数
名

323 生年月日
年 月 日

303 ◎年令

才満

312 職種コード

健康状態告知書質問事項回答欄（被保険者ご本人用）

告 知 者 ご 署 名 欄

576 職業名・職種名 カナ

氏名 カナ

氏名 漢字

特に指定のない場合には、傷害死亡保険金受取人は、被保険者の法定相続人となります｡（注2）

上記「その他」の場合具体的にカナで記入

31M 被保険者との関係
配偶者・２親等内
の血族（注3） 勤務先 その他

傷害死亡･後遺障害保険金額 傷害入院保険金日額

あり
同種の危険を補償する他の保険契約等（被保険者が同一であり、タフ・ケガの保険、団体総合生活補償保険、賠償責任保険等の身体のケガ
または病気および損害賠償責任に対して保険金が支払われる他の保険契約等をいい、積立保険を含みます。）がありますか。「あり」の場
合、「あり」に〇印のうえ、必ず下欄にご記入ください。（ご記入のない場合、「なし」と回答したこととなります。）
（注）他の保険会社等における契約を含み、団体契約、生命保険契約、共済契約を含みます。

他の保険契約等

傷害通院保険金日額 疾病入院保険金日額 がん入院保険金日額

円円万円 円 円

あり

保険金請求歴（注）他の保険会社等への保険金請求を含みます｡
過去３年以内に病気・ケガま
たは事故で保険金（合計して
５万円以上）を請求または受
領したことがありますか｡

基 本 セット
（必須加入）

300

572

セット名

口 数

円回
合計金額

会社名

回数

口 口 口 口 口 口

オプション
１ ２ ３ ４ ５

質問１ 質問２ 質問３

はい

いいえ

１

２

１

２

１

２

506 疾病コード

507 疾病・症状名 カナ（R0の場合のみ記入）

自 署
告知日

（上記（注1）をご確認のうえ、必ず被保険者ご本人がフルネームでご署名ください。告知時における被保険者ご本人の年令が
満15才未満の場合には、親権者のうちいずれかの方がご署名ください｡）

H41

L68

L67
L40

1男

2女 日月年
LW8

56H

56F 1 2 4
553

＜被保険者のご署名＞傷害死亡保険金受取人指定に関する同意
傷害死亡保険金は左記受取人に支払われることに同意します。（注4）
（被保険者ご本人がご署名ください｡）

自 署

390

その他の項目（被保険者項目のみ記入可）
項目№ 内 容

はい

いいえ

はい

いいえ

（合計） （合計） （合計） （合計） （合計）

LKA LKH L1A

302 性別

Y34

1

Y36 Y37 T28 Y38 LW9

育 英 費 用
氏名 カナ55W

氏名 漢字55X

55Y

氏名 カナ55C

氏名 漢字55E

生年月日
年 月 日

※

※

※

※

※

（上記（注1）をご確認のうえ、特約被保険者・介護対象者と
なる方の現時点の健康状態を確認し、必ず基本部分の被保
険者ご本人がフルネームでご署名ください。告知時におけ
る基本部分の被保険者ご本人の年令が満15才未満の場合に
は、親権者のうちいずれかの方がご署名ください｡）

親
の
介
護
に
よ
る
休
業
補
償
特
約

親
介
護
一
時
金
支
払
特
約

VKA VKB VKC

生年月日※

Ｔ

年 月 日

Ｓ Ｈ大正 昭和 平成

◎年令※

才満1父 2母

質問

VKD

VKE
はい

いいえ

１

２

確認方法
VKT

対面
電話

メール等の通信手段
FAX･郵送

１

３
２

４
VKJ VKK VKL

VKM

VKN VKU

VKS 告知日

日月年

自 署

※特約区分

VT1

VT2

１

２

３

一時金のみ

休業のみ

一時金＋休業

専用 健康状態告知書質問事項回答欄

Ｔ

年 月 日

Ｓ Ｈ大正 昭和 平成

才満続柄 1父 2母

はい

いいえ

１

２

対面
電話

メール等の通信手段
FAX･郵送

１

３
２

４

１

２

３

一時金のみ

休業のみ

一時金＋休業

「親介護一時金支払特約」または「親の介護による休業補償特約」付のセットにご加入される場合、下記をご記入ください。親介護一時金･休業
親介護一時金･休業

続柄

カナ

カナ

（3桁以内の英数字）

※

（注）「介護一時金支払特約」付のセットに加入される場合、「介護一時金支払特約」の被保険者は、本欄記載の方となります。

万円

（合計）

賠責支払限度額･保険金額

告知者ご署名欄※

R43 被保険者特記事項 カナ（ スポーツ賠償責任保険特約セットの場合（注6）参照）

L J X
職種コード

L J W
職種級別※

傷

害

所

得

申込人
住所と
同じ

申込人住所と異なる場合は必ずご記入ください｡

住

所

氏

名

被保険者職業区分
（注5）（スキー・スケート）
※

扶
養
者

被
保
険
者

プロ

特約被保険者 ・介護対象者 の氏名（＊1） （＊2）

傷害死亡保険金受取人

（＊1）親介護一時金支払特約の場合 （＊2）親の介護による休業補償特約の場合

VBT

１

私（申込人）は、自分が所属する企業または団体に対して、当該企業または
団体が引受保険会社（共同保険契約の場合は共同保険会社を含みます。以下
同様とします。）と締結する団体保険契約への加入を、以下のとおり依頼し
ます。以下加入申込票に記載のない加入条件（適用約款・特約、保険期間、
保険金額など）は、当該企業または団体により定められているものであるこ
とを確認します。私および被保険者は、団体保険契約に関する情報を引受保
険会社に提供することに同意します。また、私および被保険者は引受保険会
社に提供された情報が、適切な保険の引受、万一保険事故が発生した場合の
円滑かつ適切な保険金の支払い、保険契約に付帯されるサービスの提供のほ
か、保険制度の健全な運営（再保険契約に伴う諸手続きを含みます。）、更
改のご案内、商品提案、グループ会社（海外にあるものを含みます。）およ
び提携先への商品・サービスの提案・提供等に利用されることに同意します。
（引受保険会社は、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社となります。
なお、詳細は弊社ホームページhttps://www.aioinissaydowa.co.jp/をご参
照ください。）

印の項目は、ご契約に際して引受保険会社がおたずねする特に重要な事項（告知事項）です。事実と相違する場合は、
ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがありますので、十分にご確認のうえご回答（記入）ください。
ただし、「生年月日」・「年令」・「健康状態告知」欄は「疾病補償」、「がん補償」、「介護一時金」、「親介護
一時金」、「親の介護による休業補償」、「所得補償」、「医療費用補償」をセットされない場合、告知事項に該当し
ません。「職業名・職種名」欄は「所得補償」をセットされない場合、告知事項に該当しません。

※

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 宛
裏面または別紙の健康状態告知書質問事項に対する下記回答
は事実に相違ありません。告知内容が事実と相違していた場
合、保険契約を解除され保険金のお支払いを受けられないこ
とがあることに同意します。また、個人情報の取扱いに同意
します。
「健康状態告知についてのご案内」を受け取り、内容を了解
しました。
傷害死亡保険金受取人を指定する場合のみご記入ください。
被保険者が未成年の場合、親権者を傷害死亡保険金受取人に
指定することはできません。
父母、子、祖父母、孫および兄弟姉妹をいいます。
企業等の保険金受取に関する特約をセットする場合は、この
特約により傷害死亡保険金受取人に支払う旨が規定されてい
るその他の保険金を含みます。

（注1）

（注2）

（注3）
（注4）

スキー・スケート賠償責任保険特約をセットした場合で、被保険者が競技
または指導を職務としている場合は、○印をしてください。
スポーツ賠償責任保険特約をセットした場合、下記（例）のとおり、スポー
ツの種類を必ずご記入ください。
（例）スポーツの種類が卓球の場合「スポーツ_タッキュウ」

（注5）

（注6）

＜ご記入にあたって＞
1.◎年令は保険始期日時点の年令をご
記入ください。（保険期間の中途で
加入される場合も、中途加入日時点
ではなく、団体契約の保険始期日時
点の年令をご記入ください｡）
2.職種コードは裏面または別紙をご参
照ください。
3.被保険者住所が申込人（加入者）の
住所と同じ場合、「申込人住所と同
じ」に○印をしてください。

裏面または別紙の
「健康状態告知書
質問事項」をお読
みいただき、右記
に回答をご記入く
ださい。

令和Ｒ

T大正 S昭和 H平成 R令和

Ｒ令和 令和 Ｒ平成 Ｈ昭和 Ｓ

Ｒ令和

－

－ －

Ｔ大正 Ｓ昭和 Ｈ平成 Ｒ令和

※

傷害補償・医療補償 （加⼊申込票）記⼊要領

継続加⼊の場合の⼿続き⽅法
●加⼊内容に変更がない場合 ⇨ 特に⼿続きは必要ありません。

●加⼊申込票記載内容に変更・訂正がある場合 ⇨ 該当箇所を二重線で抹消し、訂正のうえ、
  被保険者ご自身でご署名ください。
○脱退される場合
　「継続しない」に○をして、ご提出ください。
　※上記加入申込票は、新規加入される方用の加入申込票です。現在加入している方の加入申込票には「〇」をする箇所があります。
○異動・解約⼿続きについて
　ご加⼊後の被保険者の変更・加⼊・脱退につきましては、その都度ご通知いただきますようお願いいたします。

住所記⼊不要

ヤマダ溶材株式会社
ヤマダヨウザイカブシキガイシャ

田中　太郎
タナカ　　タロウ

43　　 8　　 1

２　　　10　　20

一般社団法人 全国高圧ガス溶材組合連合会

コウジョウセンキノウテイカショウ

R 0

田中　太郎２　　   10　　  20

○事業所（会社）として新規加⼊される場合・追加加⼊される場合
　加⼊申込票に追加加⼊される被保険者の「⽒名・⽣年⽉⽇・年令・性別・加⼊セット名・⼝数」をご記⼊ください。

52

医療補償に加⼊する場合のみ記⼊
注意

１

6

０

○

○

○

○

4
5

2

3

7

XD

1

※上記、加入申込票は記入要領用のものであり、実際に配布されたものと内容が異なることがあります。

傷

害

補

償

医

療

補

償

－ 15 －



チェック欄 確認項目

お申込日をご記入ください。

氏名（カナ・漢字）をフルネームでご署名ください。

被保険者（補償対象となる方）の氏名をご記入ください。

団体との関係を、申込票下部の◆欄をご参照のうえ、ご記入ください

年令（2021年1月1日時点の）・性別・生年月日をご記入ください。

ご希望のセット名（AA・BA・CA・DA・EA・XD・YD）・口数（傷害補償は最大10口まで、
医療補償は１口まで）をご記入ください。

他の保険契約等にご加入の場合は、 「あり」に○印のうえ、 「※他の保険契約等」欄に
ご記入ください。

●新規で加入される場合はお手数ですが、コピーをお取りいただき控として保管ください。

●既にご加入いただいている会員の皆さまへ
変更等がある場合にご提出いただく「団体総合⽣活補償保険更改加入申込票兼被保険者明細書兼
健康状況告知書」は、１〜３枚目をご提出ください。
４枚目の「お客様控」は加入事業所様の控として保管ください。

ご継続確認用にお送りしております、 「団体総合⽣活補償保険更改加入申込票兼被保険者明細書兼健康
状況告知書」の印字内容につきましては2020年６⽉30日(火) あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
受付分までの状況を反映しております。その後に追加加入・異動・脱退等の手続きをされたものについては
反映されておりませんので、ご留意ください。

✔記入チェックリスト ～

医療補償に加入される場合は
「加入申込票」裏面を参照し、健康状態告知書質問事項回答欄をご記入ください。

・質問１、２、３をご回答ください。（質問３は、女性の方のみご回答ください。）
・被保険者が15才未満の場合、親権者の方が告知してください。
また、未成年の場合は親権者の方がご署名ください。

注注意

医療補償に加入する場合のみ記入

１

２

３

４

５

６

７

１ ７
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全溶連
長期収入

サポート制度
長期収入サポート制度のおすすめ
　　＜団体長期障害所得補償保険＞

特　  　長特　  　長
補償の対象となる方が病気やケガで働けなくなった場合に 長期で収入を補償する制度です。
連合会としてまとめて加入することで、割安な保険料での準備が可能です。
御社の福利厚生の拡充のため、制度導入をご検討ください。

お支払い事例

安心して働ける曲馬環境となり、従業員のみなさまのモチベーションやロイヤリティ
の向上、採用活動での好影響が期待できます。
退職後の経済的補償が担保されることから、傷病・メンタル疾病などの患者からの
訴訟抑制効果が期待できます。

「就労支援トータルサービス」がご利用いただけます。

勤務を終え、退社途上で車を運転中、側道から侵入してきた自家用車と接触。肋骨骨折、肺挫傷等重症を負いました。
現在は約３か月間の入院を経て、リハビリを開始。保険金を受け取りながら、職場復帰に向けリハビリに励んでいます。

補償の対象となる方が、病気やケガによる就業障害で、免責期間を超えても仕事ができない状態が続いている場合に補償します。
傷病が回復し職場に復帰できるようになるまでの期間、てん補期間（３年間*）終了まで収入を補償します。
※精神の病気による就業障害の場合には、てん補期間は最長で2年間となります
* 60才満了プランでご加入の場合は最長60才まで

29 才男性（保険金額３万円・２口加入の企業に勤務）が、交通事故により肋骨骨折、肺挫傷を被り、３か月間の入院後、要自
宅介護となり、約３年間全く働くことができない状態が続いた場合。
■ 回復所得額：０万円／月　　■ 所得喪失率：100％　　■ 約定給付率：100％　
●免責期間終了後から約３年間療養した場合

❶
❷
❸

● 保険期間　2020年4月1日 午後4時～ 2021年4月1日 午後4時まで
 （ご契約期間）

◎ 随時、中途加入いただけます。
● 申込締切日 毎月 10 日締切、翌月 1 日開始

■ 事例：精密機器メーカー勤務　男性の場合

■ この場合の保険金支払いイメージ

もし加入したら、どんな時に補償されますか？

傷病が原因でやむを得ず退職する場合でも、傷病によって就業障害が継続している間について保険金は継続して（てん補期間終了ま
で）受け取ることができます。

退職後は補償されますか？

傷病が回復したけれど身体障害が残って以前と同じように仕事ができない、また治療を継続しながら職場に復帰しているけれど完全
には仕事ができないなど、一部職場復帰しているが収入が20％超減少している場合に、保険金を収入の減少割合に応じ、継続して（て
ん補期間終了まで）お支払いします。

復職しても、以前と同じように働けない場合は？

● 役員※・従業員数が５名以上の企業様が対象となります。
● 被保険者に該当する方全員がご加入いただくことが条件となります。

※休業しても所得が減らない役員を除きます。

（あいおいニッセイ同和損害保険 お支払い事例より）

Ｑ＆Ａ ※他にもご不明な点がありましたら、全溶連本部または「お問合わせ先」まで。

（注）上記内容は例示です。実際の受取総額は、就業障害発生時期により異なります。

３万円　×　２口　＝　６万円

1 口あたりの
保険金額 加入口数 1か月あたりの

保険金支払額

６万円　×  12 か月  ×  約３年間  ＝  約 216 万円

1か月あたりの
保険金支払額

約３年間の
保険金総額

長期収入サポート制度（全溶連 GLTD 制度）ご加入条件

ご加入企業様
のメリット
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全溶連
長期収入

サポート制度
長期収入サポート制度のおすすめ
　　＜団体長期障害所得補償保険＞

特　  　長特　  　長
補償の対象となる方が病気やケガで働けなくなった場合に 長期で収入を補償する制度です。
連合会としてまとめて加入することで、割安な保険料での準備が可能です。
御社の福利厚生の拡充のため、制度導入をご検討ください。

お支払い事例

安心して働ける曲馬環境となり、従業員のみなさまのモチベーションやロイヤリティ
の向上、採用活動での好影響が期待できます。
退職後の経済的補償が担保されることから、傷病・メンタル疾病などの患者からの
訴訟抑制効果が期待できます。

「就労支援トータルサービス」がご利用いただけます。

勤務を終え、退社途上で車を運転中、側道から侵入してきた自家用車と接触。肋骨骨折、肺挫傷等重症を負いました。
現在は約３か月間の入院を経て、リハビリを開始。保険金を受け取りながら、職場復帰に向けリハビリに励んでいます。

補償の対象となる方が、病気やケガによる就業障害で、免責期間を超えても仕事ができない状態が続いている場合に補償します。
傷病が回復し職場に復帰できるようになるまでの期間、てん補期間（３年間*）終了まで収入を補償します。
※精神の病気による就業障害の場合には、てん補期間は最長で2年間となります
* 60才満了プランでご加入の場合は最長60才まで

29 才男性（保険金額３万円・２口加入の企業に勤務）が、交通事故により肋骨骨折、肺挫傷を被り、３か月間の入院後、要自
宅介護となり、約３年間全く働くことができない状態が続いた場合。
■ 回復所得額：０万円／月　　■ 所得喪失率：100％　　■ 約定給付率：100％　
●免責期間終了後から約３年間療養した場合

❶
❷
❸

● 保険期間　2020年4月1日 午後4時～ 2021年4月1日 午後4時まで
 （ご契約期間）

◎ 随時、中途加入いただけます。
● 申込締切日 毎月 10 日締切、翌月 1 日開始

■ 事例：精密機器メーカー勤務　男性の場合

■ この場合の保険金支払いイメージ

もし加入したら、どんな時に補償されますか？

傷病が原因でやむを得ず退職する場合でも、傷病によって就業障害が継続している間について保険金は継続して（てん補期間終了ま
で）受け取ることができます。

退職後は補償されますか？

傷病が回復したけれど身体障害が残って以前と同じように仕事ができない、また治療を継続しながら職場に復帰しているけれど完全
には仕事ができないなど、一部職場復帰しているが収入が20％超減少している場合に、保険金を収入の減少割合に応じ、継続して（て
ん補期間終了まで）お支払いします。

復職しても、以前と同じように働けない場合は？

● 役員※・従業員数が５名以上の企業様が対象となります。
● 被保険者に該当する方全員がご加入いただくことが条件となります。

※休業しても所得が減らない役員を除きます。

（あいおいニッセイ同和損害保険 お支払い事例より）

Ｑ＆Ａ ※他にもご不明な点がありましたら、全溶連本部または「お問合わせ先」まで。

（注）上記内容は例示です。実際の受取総額は、就業障害発生時期により異なります。

３万円　×　２口　＝　６万円

1 口あたりの
保険金額 加入口数 1か月あたりの

保険金支払額

６万円　×  12 か月  ×  約３年間  ＝  約 216 万円

1か月あたりの
保険金支払額

約３年間の
保険金総額

長期収入サポート制度（全溶連 GLTD 制度）ご加入条件

ご加入企業様
のメリット

P17〜P18は団体⻑期障害所得補償保険の概要を説明したものです。この保険は全国高圧ガス溶剤組合連合会を保険契約者とし、
会員企業の役員・従業員を被保険者とする団体⻑期障害所得補償保険の団体契約です。団体⻑期障害所得補償保険のご契約
のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者（全国高圧ガス溶剤組合連合会）に交付されます。ご加入にあたっては
必ずパンフレット「GLTD（団体⻑期障害所得補償保険）」および「重要事項のご説明 契約概要のご説明・注意喚起情報のご説明」
をあわせてご覧ください。また、詳しくは「ご契約のしおり（普通保険約款・特約）」をご用意していますので、取扱代理店または引受保険
会社までご請求ください。ご不明な点につきましては取扱代理店または引受保険会社にお問合わせください。

1

2
3

ご加入企業様のメリット
安心して働ける職場環境となり、従業員の皆さまのモチベーションやロイヤリティの向上、
採用活動での好影響が期待できます。
退職後の経済的補償が担保されることから、傷病・メンタル疾病などの患者からの訴訟抑
制効果が期待できます。
「就労⽀援トータルサービス」がご利用いただけます。

長期収入サポート制度についてのお問合わせ先

（幹事） あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
広域法人開発部 営業課

（住所） 〒103-8250 東京都中央区日本橋3-5-19
（電話） 03-6734-9608
（非幹事）日本生命保険相互会社

【引受保険会社】

株式会社 星和ビジネスリンク
（住所）〒108-0014 東京都港区芝4-1-23
（電話）0120-288-270（土日祝日除く9時〜17時）

【取扱代理店】

⻑期収入サポート制度(全溶連GLTD制度)概算保険料
（記載の保険料は従業員10名の場合の合計保険料例です。）

【概算保険料は下記条件で試算しています】
□従業員構成 ︓下の図表のとおり
□就業障害の定義︓Ｃ
（免責期間中の状態︓被保険者の経
験・能⼒に応じたいかなる業務にも従事
できないこと）
□特約︓精神障害補償特約（２年）
／天災危険補償特約／妊娠に伴う身
体障害補償特約（⼥性のみ）
□団体割引 ︓２０％

Aタイプ
（免責期間180日）

Bタイプ
（免責期間90日）

Cタイプ
（免責期間30日）

月額 3,100円
（1名あたり 310円）

月額 3,710円
（1名あたり 371円）

月額 4,760円
（1名あたり 476円）

★各企業の役員・従業員数・年令構成により保険料は変わります。
この保険料は⼀例です。

★60才まで補償が続くプラン（D〜Fタイプ）も選択可能です。

裏表紙FAX連絡票をお送りください！！ 貴社の保険料をご案内します。

年令(才) 男性 ⼥性
15〜24 1人
25〜29
30〜34 1人 1人
35〜39
40〜44 1人 1人
45〜49
50〜54 1人 1人
55〜59 1人
60〜64 1人 1人
65〜69
計 6人 4人

【従業員数10名の内訳例】

○てん補期間 3年満了プラン1口3万円（最大5口まで）の場合の月払保険料の例

1社あたり1社あたり1社あたり

制度イメージ図

このPPTはA3で書き出して
ください。

全員加入型は、 契約者が代表して健康状態を告知する一括告知のため、 補償の対象と
なる方が個別に告知をする必要はありません。
通常に勤務されている方なら既往症をお持ちの方もご加入いただけます。
※ただし、 新規加入後 12か月以内については、 就業障害の原因となった傷病の治療等を新規加入日前
12か月以内に受けていた場合は保険金お支払いの対象外となります。

※定期健康診断等の方法により、 従業員全員の健康状態を把握している場合に限ります。
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◆精神疾患による⻑期休職者を補償する⻑期収入サポート
制度（GLTD）に関⼼がありますか︖

◆福利厚⽣制度としてGLTDを導入することで、
若い働き手に対して採用アピールとなることをご存じでしたか︖

◆⻑期収入サポート制度（GLTD）を導入することで従業員の
流出防⽌に役⽴てている企業があることをご存じでしたか︖

〈各質問のはい・いいえに をつけ、FAX連絡をいただきますよう 宜しくお願いします〉
（ﾁｪｯｸﾏｰｸ）

FAX送信先︓03-5439-2380

①ＧＬＴＤアンケート

【取 扱 代 理 店】 株式会社 星和ビジネスリンク
ﾌﾘｰｺｰﾙ︓0120-288-270 FAX︓03-5439-2380

ご連絡先をご記入ください

ご担当者名

フ リ ガ ナ

会 社 名

連 絡 先
電 話 番 号

□はい □いいえ

□はい □いいえ

□はい □いいえ

2018年7月承認 A18‐101678

年令群 男性 ⼥性
１５才〜２４才 人 人
２５才〜２９才 人 人
３０才〜３４才 人 人
３５才〜３９才 人 人
４０才〜４４才 人 人
４５才〜４９才 人 人
５０才〜５４才 人 人
５５才〜５９才 人 人
６０才〜６４才 人 人
６５才〜６９才 人 人
合計人数 人 人

②貴社の内訳（性別・年令別）
を右の表へご記入くださ
い。

〜お⾒積り希望時のご注意〜
〇役員※・従業員数が5名以上の企
業様が対象となります。

〇被保険者に該当する方全員がご加入
いただくことが条件となります。

※休業しても所得が減らない役員を除きます。

（2020年7月承認）Ａ20－101618


